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●商業ゾーン・グルメラウンジ　B1階一7階

■建築概要

場所

名古屋市中区栄3丁目1801番地

（中央高校跡地）

規模

敷地面積一8，271㎡

延床面積一約91，700㎡

機能

青少年文化セソター（仮称）

国際デザインセンター

商業・業務

竣工

平成8年10月（予定）

これからの都市生活をデザインしていくためのナディア・パーク（NADYA・PARK）

　名古屋市では，中区栄の市立中央高校跡地周辺一帯をrこれからの都市生活をデザインして

いくための文化・産業・アミューズメントの情報・交流の場』と位置付け，ナディア・パーク

（NADYA・PARK）として南側の矢場公園も一体化した整備が進められています。ツインビル

はその象徴となるもので，「国際デザインセンター」を中核に若い人たちの芸術文化活動の中

心となる「青少年文化センター」や，「商業・オフィス施設」で構成され，1996年には開館の予

定であります。
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中間管理職と労働組合

（財）中部産業・労働政策研究会

理事二長梅村志郎

　一失業者200万時代に突入し，95年も雇

用問題に大きな改善は望めない。就職難の新

卒女子と中高年層のシワ寄せが続く一マ

スコミを中心とした一般的な見方である。

　完全失業者が200万人（94年9月＝完全失

業率2．98％）に達し雇用は警戒ゾーンに突入

している。有効求人倍率は0．64と底ぽい状態

が続いている。

　平成不況は戦後最悪ともいえるボデープ

ローの深い不況だったので，企業も生き残り

の為に必死になってリストラを進めてきた。

そうした中で新卒者の採用減だけでは足り

ず，中高年のホワイトカラーや管理職がヤリ

玉にあげられた。そしてホワイトカラーの生

産性問題や肥大化がクローズアップされた．

そのため雇用不安が募って消費に影がさした

が，これまでのところ言われた程に雇用調整

も広がらなかったのは幸いなことである。

　確かに企業収益はバラツキはあるが大底を

脱して回復傾向を見せてきている。景気も当

面のところ回復のトレンドを示しておりそれ

が救いとなっているが，リストラ型回復の企

業も多く，雇用を拡大するパワーに乏しい。

以前のように雇用の増加とかサラリーマンの

収入増に直結していないのが特色といえる。

それどころか事務系中高年層を中心とする人

員削減や新期採用の抑制傾向は依然として続

いている。中高年層や女子社員などの“受

難”は潜在的に続くと見なけれぽならないだ

ろう。

　現業部門は合理化・効率化が恒常的におこ

なわれてきており，バブル期の拡大も臨時的

な要員確保で対応してきたこともあって，そ

うした要員の整理で従来の姿にもどすことが

できた。しかしホワイトカラーの問題は今後

に残されたといえる。

　多くの企業は現状を何とか維持していく一

方で，国際化・グローバル化を進めている。

そのために新規技術とか新しいシステムで新

規需要をつくりだそうと必死の努力をしてい

る。

　この程四国生産性本部が「管理者の育成並

びに中高年齢者・女性の活用実態調査報告

書」を発表した。この報告書によると能力開

発上の「現在」の重点課題は①課長層の能力

開発　②営業マンの能力開発　③技術者の能
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力開発　④企業的センスをもった管理者の育

成の順でそれぞれが上位を占め，管理者の能

力開発・育成が重要課題になっている。そし

て「今後」の重要課題となると「企業家的セ

ンスをもった管理者の育成」が4位であった

「現在」の課題から高率でトップに挙げられ

ている。新しい時代が求める管理者像を想定

しての結果であろう。

　また，管理職の処遇面でも新しい対応が見

られる。まだまだ大半の企業は年功制を基本

としたシステムを維持しているが，富士通・

本田技研などに続いて松下電産も管理職を中

心に年俸制の色彩を強めた新制度を導入しよ

うとしている。こうしたことから成果・能力

重視型のシステムが更に広がる傾向が窺われ

る。

　このように見てくると新しい時代に対応す

る組織像，ミドル像のあり方がホワイトカ

ラーマネジメントのポイントになるように思

われる。そしてそのあり方の方向は，能力主

義i化，スペシャリスト化（マネージメントの

スペシャリスト化と業務のスペシャリスト

化）そして組織のフラット化に大きく集約で

きるといえる。ただ能力主義化，スペシャリ

スト化，フラット化といっても，長年に亘っ

て築き上げてきた仕組みや考え方を変えるこ

とは容易なことではない。働く人達の意識の

転換が伴わない改革は成果に結びつかない。

時間のかかる問題でもある。わけてもこれま

での仕組みや考え方のもとで努力をしてきた

中高年者にとっては大きな問題である。新し

いシステムに適応できない人もでてくるだろ

う。適応できない人をカバーするためにも時

間をかけてソフトに変えることも必要である。

　また，新しいシステムの個人の不適応をな

くすためには，各人が自分で選択し，配分の

決定に自分で参加しているかどうかが鍵にな

る。それぞれが参加し選択することができれ

ば配分の結果に納得することができるという

ものである。

　新しい仕組みや評価基準は，皆んなが納得

できるものでなければならない。そのための

合意形成や多様な価値観の調整は集団的な労

働組合しかできない。そこに労働組合の存在

意義と役割があるといえる。しかし，改革の

直接的な影響を受ける中間管理職は労働組合

に所属していないのが一般的である。中間管

理職の組織化を課題としている組合も多い

が，実現しているところは限られている。い

ずれ近い将来現実的な課題になるといえる

が，当面労働組合として何をすべきかが問わ

れている。いくつかのことが考えられるがそ

の1つとして，労働組合として，組合員でな

い中間管理職の意見や不満を積極的に吸収し

て，それを労働組合の政策提言におりこんで

いくことである。

　労働組合が確かな時代認識にたって，企業

の健全な発展と雇用と労働条件をどう守るか

を明確にして，魅力ある企業づくりにむけて

役割をはたすときである。
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発　言

労使関係から見た
　　　　　　　　　　　　　中間管理職

軒
聾
霧

　　日本ILO協会理事

労働評論家矢加部　勝　美

　通説に従い「中間管理職」を一応，ミドル

・マネージメントと定義してみよう。そうで

あれぽ，経営トップないし上司から命ぜられ

た事項を，管理下の部下を通じ，あるいはそ

の部下とともに，具体的に実施に移して，こ

れを達成すべき職位に在る者ということにな

るのである。

　むろん，上意下達の役目だけでは済まない

上に，もともと上からの圧力と下からの突き

上げに，さらされ易い立場という意味で鋏み

打ちの「中間」に位置することも間違いない。

　だが，近年の企業リストラを見ていると，

この上・中・下といった職制上のシステムそ

のものが，権限，責任，義務などのけじめを

含めて，それほど明確でなくなり，かつ複雑

化してきた。のみならず，ラインの管理職で

ある以上，部下を擁するのは当然とされてき

た常識が崩れ，専門職のようなスタッフ的管

理職が，一段と増加し，部下ゼロが珍しくな

くなったのである。

　いわゆる裁量労働の範囲が，法的にも拡大

されるようになれば，これらの傾向はさらに

顕著になろう。

　それだけではない。今次の平成バブル不況

を介し，軽視できないのは，退職の対象など

を含め，課長のごとき主力の中間管理職さ

え，会社側から雇用調整で狙い討ちされるよ

うに，なったことである。

　これはわが国の労使関係にとっても，ゆゆ

しい事態を招来しつつある。急ごしらえの

「管理職ユニオン」が結成され，抗争を続け

ているのがその一例だが，これも限界が少な

くない。しかし，当該企業に労組が存在した

としても，本人たちは非組合員だから，労組

を通じて管理職が，会社側と協議や交渉を行

う余地はなかった。

　そこで問題なのが，組合員と非組合員は，

なにを基準に区別するかである。となると，

労組法第二条但書にいう「使用者の利益を代

表する者」が非組合員とされるのは，周知の

通りだろう。だが，そういう使用者の「利益

代表」が重点的に雇用調整の槍玉に挙げられ

るようでは，これまでの法秩序を生かせるは

ずがない。
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　従って，スジ論を言えば，雇用のごとき一

身上の重大事態に，会社側が本人を守ってや

れないのなら，管理職に登用しても，一般の

従業員（労働者）と同じ組合員資格を認めて

おき，非組合員に移さない方がよいのである。

　組合員の範囲は通常，個別企業ごとの労働

協約によって定められるが，或る調査による

と，回答労組の73．0％は非組合員の中に「使

用者の利益を代表する管理職」以外の，「そ

の他の管理職」がいることを認めている。そ

ういう管理職は本来，労組の組合員とすべき

であるにもかかわらず，管理職というだけ

で，イージーに非組合員化されたと考えざる

をえない。

　前掲調査で見ると，「使用者の利益を代表

しない管理職・専門職」に対しては，回答労

組の35．3％が「できるだけ組織化している・

したい」と述べており，最近の方針変化を示

唆している。先きにもふれたことだが，ス

タッフ的な管理職から，まず労組が組織化に

着手することは，会社側も異論を唱えるべき

ことではなかろう。

　94年3月に発表された連合総研の調査によ

ると，職制ラインの係長クラスでは，89．5

％，ライン外係長クラスで91．5％が組合員で

あるのに比べ，課長クラスの組合員はライン

で7．2％，ライン外で9．8％に過ぎない。すな

わち，同じ管理職でも，「使用者利益代表」の

認定度が，係長と課長とではそれだけ違うの

である。

　といっても，すでに見たように，課長なら

使用者利益代表とは，一概に決めつけられな

い。労働委員会や裁判で，最も争われてきた

のも，課長の組合員資格だった。しかも最近

は，課長クラスの間でも，労組加入の兆候

が，以前に比べると増したといわれている。

　もう一つは，課長クラスと係長クラスとの

「中間」に存在する副課長（課長補佐）・課

長代理などの存在である。前掲・連合総研調

査では，この層が境界をなしているが，組合

員化しているのは，職制ラインで43．8％，ラ

イン外で46．7％なので，半数を割っている。

従って，当面はその取り込みが，労組にとっ

ても組織課題になろう。

　戦後のわが国では，従業員の個別採用を含

め，労組が「同意約款」を盾に，その人事権

まで握っていた時代がなくはなかった。だ

が，この反動から人事管理に消極的になり過

ぎ，必要なチェヅクをなおざりにしたのであ

る。それが非組合員の範囲をますます拡大さ

せる結果を，招いたと言えなくはない。他方

の経営側にしても，それでやたらに管理職を

増大させたツケを今，払わされている。

　それにしても，1995年を迎え，これほど構

造変化が急ピッチに，進んできたのである。

企業の中核たる中間管理職を，改めて人事改

革の焦点に据え，併せて新しい労使関係の構

築を図る意義は，きわめて大きいことを強調

したい。

　　　　　　　　　〔㈲中部産政研　顧問〕

〔筆者紹介〕…矢加部勝美（やかべ　かつみ）

略歴

　関西学院大（社会学）卒。毎日新聞記者（昭13

　年）となり，戦後，労働問題を担当。労働評論

　家（昭26年）に転じ，現在に至る。この間，東海

　大学教授，日本工業新聞論説委員などを兼ね，

　現在も日本労働ペンクラブ代表，日本労働研究

　所長，日本ILO協会理事。
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環境変化とニューミドル

（新中間管理職）の新しい役割

　　日本経営者団体連盟

組織協力部長大久保　　力

はじめに

　東西冷戦の終焉，バブル経済の崩壊等に

よって，内外の諸環境は大きな変革をとげて

きている。世界におけるわが国の役割も，か

つての経済面にとどまらず，世界平和維持の

ためにお金も出すが，発言もする，人を出し

て行動もするという状況になってきた。

　国内をみても，政治面では，いわゆる“55

年体制”が崩壊し，総与党化現象が生まれ，

以前には考えられないようなスピードで選挙

制度や年金制度の改正などの案件が国会を通

過している。経済面では，循環的な側面は景

気回復の過程にありながら，構造的な側面の

改革の遅れから全体の景気がいまひとつぱっ

としない状況が続いている。ノミブル崩壊に

よって消費者として賢くなった国民は低価格

志向に走り始めている。他方，社会面では，

リクルートやゼネコン汚職の反省から，正

義，公正，公平といった考えが国民の間に広

がってきている。企業経営としても，真のグ

ローバル化を背景にしてこうした政治，経

済，社会の中での対応が求められてきている。

1．日本的経営システムの今後

　企業経営をめぐる具体的な環境変化とし

て，第1には経済成長の鈍化があげられる。

これによって企業内のポジション不足，年功

賃金制，終身雇用制の見直し等がコスト面か

ら避けて通れない問題となってきている。第

2は，若年労働者不足，高齢労働者の増大と

いった労働力需給に変化が生じてきているこ

とである。第3には，企業のリストラ，高コ

スト体質改善への取り組みの強化，つまり，

売上が伸びなくても増益になる体質を作り上

げる必要があること。第4には，産業構造の

転換に伴う余剰人員増と産業間，職種間の労

働移動の活発化が進んでくること。第5に

は，円高やアジア諸国の経済発展で産業・技

術・雇用の空洞化が現実化してきていること

である。

　こうした環境変化の中で，従来からいわれ

てきた，終身雇用，年功序列，企業内組合の

いわゆる日本的経営がどうなっていくかとい

う問題がある。前述したように，終身雇用，

年功序列といった日本的経営の制度，慣行に
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ついては修正して継続すべきであろう。しか

し，企業内組合については，企業の発展が個

人の生活の向上につながる制度として，労使

の馴れ合いは避けるべきだが基本的にはこれ

を継続すべきであろう。

　こうした日本型経営の制度，慣行の運営の

根本にある日本的経営の基本理念というべき

ものが，「人間中心（尊重）の経営」と「長期

的視野に立った経営」である。制度，慣行

は，環境条件の変化に応じて変える必要があ

るが，基本理念は不変である。つまり，人間

中心（尊重）の経営は，人間関係が経営の基

本であり，雇用維持への努力によって安定し

た労使関係を保つことである。また，長期的

視野に立った経営とは，企業の発展と競争力

の源泉である事業計画，設備投資，人材育成

を考えた企業行動である。

　ニューミドル（新中間管理職）は以上の点

を十分念頭において修正すべきは修正し，維

持すべきは維持させるように，その役割を全

うしなければならない。

2．新しい経営戦略と中間管理職の役割

　今後の経営戦略を考えるに当って，最も重

要な視点は，従来の生産者優位（中心）の時

代のコスト＋利益＝価格という考え方の経営

から，コスト＝価格一利益という考え方で経

営をしなければならなくなったということで

ある。

　つまり，従来の経営としては，かかったコ

ストに必要な利益を加えた分を価格として商

品やサービスを販売するという型が一般的で

あった。しかし，価格革命が進みつつある現

在では，低くせざるを得ない価格から，より

厚目の株主配当などのために高めざるを得な

い利益を引いた，より低くなるコストで経営

をしなくてはならなくなってきているのであ

る。だまっていてコストが低くなるのなら企

業としてこんな楽な経営はない。しかし，今

後のコスト＝価格一利益という考えは，それ

だけ低いコストでやれない企業は，倒産する

かその分野から撤退を余儀なくされるという

ことを意味するのである。ニューミドルはこ

の点を十分意識しておかねぽならない。

　新しい経営戦略として，ニューミドルが留

意しておかねぽならない第2の点は，着実な

設備投資と研究開発投資を欠かしてはならな

いことである。

　ニューミドルが注目すべき第3の視点は，

消費者やユーザーのニーズをいかに把握すべ

きかということである。経営にとってニーズ

把握の重要性は，今にはじまったことではな

く，ずっと以前から言われて来たことである。

しかし，大切なことは，最近のいわゆるベス

トセラー商品（サービスも含め）を産んだア

イディアの過半数が，従業員から出されたも

のであることに注目すべきである。これは，

従業員がその会社に所属するため専門性を持

つという立場と消費者の立場の両方を兼ねそ

なえているということがその理由である。

　しかし，重要なことは，従業員にすばらし

いアイディアや意見を提供させ易いような仕

組みを，企業の中にシステムとして作ること

が大切である。ニューミドルとしては，その

システム作りをするとともに，従業員のアイ

ディアや意見をできるだけ多く引きあげ，商

品化を図れるよう平素から考えておくことが

大切である。そのことが，また職場のコミュ

ニケーショソを良くすることにもつながるの

である。
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　経営戦略として第4番目のニューミドルの

視点は，企業の独自性，いわゆるCI（コー

ポレート・アイデンティティ）を高めるよう

努力することである。昨今のように各社の製

品製造技術が拮抗してくると，製品の質だけ

では消費者としてはどれを買ったらよいか判

断することができなくなる。そこにどんな付

加価値，例えば，ちょっとした使い易さやス

タイルなどによって販売力が変わってくる。

冒頭述べたような社会環境の下では，企業が

社会のために何をしているか，例えぽメセナ

（文化・芸術等）活動やフィランソロピー

（人類愛）についてどこまで行動しているの

か，といったことによって消費者の商品に対

する購買意欲が起こってくる可能性が高い。

すでにアメリカではメセナ活動やフィランソ

ロピーをどこまでやっているかのランキング

を掲載した雑誌が毎月100万部以上も出てお

り，消費者は，同じ商品を買うのであれば，

その雑誌でのランキングの高い会社のものか

ら購入する人が少なくないともいわれている。

おそらく，近い将来，わが国でもアメリカと

同じようにこうした雑誌が発売されるように

なり，同じような商品であれば，より社会的

貢献をしている企業の製品から売れるような

時代となるであろう。

3．新時代の労使関係と中間管理職の役割

　前述したように，わが国の労使関係は，今

後とも企業別労使関係を中心としたものにな

ろう。今後の諸環境の変化の中でも，企業が

発展することが，雇用の維持と従業員の生活

向上を図れるということが不変だからである。

しかし，環境変化は，口でいう程なま易しい

ものではない。経済成長の鈍化は，労働条件

向上を難しくし，出向・転籍への対応や高齢

化対策，あるいは企業内に多種多様な労働者

　（パート，アルバイト，派遣労働者等）が存

在するといったことによる問題を発生させて

いる。こうした諸問題への対応は，企業の発

展・成長と雇用の安定そして労使の良好な関

係があってはじめて可能である。そのために

も企業としては，ニューミドルが中心となっ

て，企業経営情報の提供，共有を目指した企

業内コミュニケーション諸施策を通じた労働

組合や従業員による参画やチェック機能の充

実を図ること，労働条件の変化・改革への協

力・納得に努めるなどに留意しておくことが

必要である。その上で，雇用・就業形態，人

事・賃金制度，能力開発，福利厚生などのあ

り方などについて平素から一般従業員と十分

な意思疎通を図っておくことが大切である。

いずれにしてもその要の役割を果たさねぽな

らないのがニューミドルである。

　その際ニューミドルとして強く意識してお

かねばならないことは，世界最高になった名

目賃金の単なる引上げや，労働時間を単に短

縮するだけでは従業員の生活向上は達成でき

ないという視点の理解を持つことである。賃

金については，物価を引き下げることによっ

て実質購買力を高め，内外価格差を縮小し生

活水準の向上を図って行くことが大切である。

労働時間については，年間の総実労働時間の

短縮や弾力的な労働時間制度の運用を考える

ことが大切である。また，年金問題や医療制

度さらにはその他の社会福祉制度をより効果

的に運用できるよう労使で考えて行く必要が

ある。そうしたことへのリーダーシップをと

るのがニューミドルの役割なのである。
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おわりに

　一般従業員に自由に意見を言ってもらい，

企業にとってすばらしいアイディアを出して

もらうようにするには，そうしたことができ

るような仕組み（システム）があることが前

提である。と同時に，平素からニューミドル

が，そうしたことを言いやすい雰囲気を持っ

た人柄でなくてはならない。その人といれば

何となく安心していられる。何でも話すこと

のできる人である。一緒にいて居心地の良い

人（筆者の造語でアメニティ人間）であるこ

とが大切である。

　そして，ニューミドルは一般従業員が提供

する意見やアイディアの良し悪しを選択でき

る人間でなくてはならない。そのためには本

人が“ゆで蛙”になってはならない。その意

味は蛙は24～25度の水温を好むが，その水温

の水をビーカーに入れ蛙をその中に入れると

気持ちよくてうつろうつろしてしまう。下か

らバーナーで温めて行くと暑いと気がついた

時には筋肉が硬直してゆで上って死んでしま

う。しかし，最初から30度以上の水の中に蛙

を入れると，暑さにびっくりして蛙は外にと

び出してしまうが命は助かる。このように，

ニューミドルも常に勉強をして世の中の動き

で刺激を受けていないと“ゆで蛙”のように

なってしまい，物事の良し悪しの判断ができ

なくなるということである。

　あのキッシンジャーに言わせると，一流の

リーダーの条件はパッション（情熱），ビ

ジョン（将来への構想），デシジョン（決

断），アクション（行動）を持っている人だと

いう。有能なニューミドルとなるには，この

言葉に加えて，筆者は，現在のようないかな

る分野においても進むべき海図のない時代の

中で，リーダーシヅプをとれるのは是々非々

の言動を貫くごとではないかと思う。ニュー

ミドルの最大のテーマはこのことではないか

と思うのである。ニューミドルの役割は，以

上のように大変重要であり多岐に渡っている。

それだけ，これからの変革期にあっては彼等

の質によって経営力が決ってしまうといって

も過言ではないのである。

〔筆者紹介〕…大久保　力（おおくぼ　ちから）

略　　歴

1939年　生まれ

1964年　東京都立商科短期大学卒業

　　　　日本経営者団体連盟入職

　　　　組織会員課，労働経済研究室，労政部な

　　　　どを勤務し

1981年　調査部経済課長

1988年　政策調査局経済調査部長

1994年　組織協力部長　現在に至る

専門分野

　経済・景気見通し，地域経済活性化，経営戦略，

　経営計画，賃金管理，賃金政策，労使関係

主な著書（共著）

　「魅力ある職場の条件」一人を大切にする時代

　がやってきた一

　「日本の労働経済事情」

　「人事・労務用語辞典」

　「労働統計の見方・使い方」

　「定期昇給Q＆A」

　「目で見る労働経済」

　「支払能力からみた適正賃金決定」

　「賃金辞典」　　　　他

公設委員

　労働省　中小企業労働福祉推進会議委員

　労働省　資格格差と勤労者生活に関する研究会

　　　　　委員

　外務省　外国人労働者問題研究会委員

　人事院　転勤問題研究会委員

　国土庁　地域ビジョン研究会委員
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ミドルマネージメントに
　　　　　　　　　　　　　　　　　期待する

　全トヨタ労働組合連合会

副事務局長高橋恭弘

　年功序列の崩壊，能力主義の強化，価格破

壊ならぬ賃金破壊など，マスコミや評論家は

衝撃的な言葉や表現で危機感を煽っている昨

今であるが，その中で特にターゲットになっ

ているのは「団塊の世代」を中心とした中間

管理職＝ミドルマネージメント層であろう。

　中間管理職の悲哀は今に始まった訳ではな

いが，一方で今日的課題も「団塊の世代」に

限った問題ではなく，21世紀に向けて，成熟

社会日本における，新しい働き方のあり方を

模索している過程での，大きな転換点と考え

るべきである。

　若年労働者の減少・急速な高齢化という今

後の労働市場の変化を踏まえ，右肩上がりの

大きな成長が望めない中で，組織効率の維持

・ 活性化と個々人の能力向上・処遇とを如何

に高度にバランスをとるか，更に古く固まっ

てしまった組織風土や意識を如何に改革して

いくか，という企業活動の根底とも言える中

心的な課題に，多くの企業が直面している。

　組織のフラット化，資格制度，資格と役職

の分離，専門職制度，複数人事管理制度，個

人の能力発揮・成果にウエイトを置いた賃金

制度，年俸制，裁量労働制など，業種・実態

・職種に応じた様々な施策が展開されている。

　そこで，労働組合の視点から「中間管理

職」を中心に分析してみたい。

1．組織の活性化のキーマン

　本題に入る前に，組合員の幸せは何かをま

ず考えたい。

　組合員は3つの生活の顔，即ち家庭・地域

・会社生活における顔を持っている。そして

それぞれが安心して過ごせる，幸せを実感で

きる，また自らの成長が実感できる，いきい

きとしたものになるよう，組合の立場で精力

的に活動を進めている。

　こうした組合員の3つの生活を実質的に向

上させる中で，会社生活が充実したものにな

るかは，生活基盤の基礎部分であるだけに，

重要な位置づけを占める。

　それでは，会社生活の中で仕事をして，そ

の結果会社の収益に結びつき，適正な配分に

より，自らの生活が向上するために，会社組

織はどうあるべきであろうか．

　いきいきとした組織とは，メンバー全員が
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目標を共通に認識し，その達成のために必要

な情報を共有しながら，気持ちを一つにして

メンバーが持ち場・立場で努力し，その結

果，個々人の能力の結集以」二に，組織として

のパワーが発揮されることと考える。

　特に，これまでの手法や常識では解決でき

ない昨今の状況では，勇気をもって変えてい

く，強い意思とチァレンジ精神が一層求めら

れている。

　しかし，こうした理想の組織を誰もが求め

ているにもかかわらず，組織が細分化してく

ると，組織の壁ができ，自己防衛機能が働き

やすくなり，メンバーは知らず知らずのうち

に他人事意識を持つようになり，その結果小

さな組織単位でまとまるのみで，全体の目標

は失われることとなろう。それが，いわゆる

組織の硬直化であると考える。

　ここ4～5年，民間企業の多くは「従業員

の能力向Lと組織の活性化」をテーマに，こ

うした課題の解決を徐々に進めてきていた中

で，急激な円高による収益の大幅な低下とい

う大打撃を受けた。

　その収益低下が単に為替差損に起因するだ

けでなく，バブル時期に悪化した収益体質そ

のものを改善・改革しなけれぽならないとい

う，企業活動の生死にかかわる重要かつ緊急

に解決すべき課題に直面したのである。そし

て，この重大かつ緊急の課題解決のために

は，組織の活性化という根本課題をも同時に

解決しなけれぽならない。

　何故ならば，バブル時には，各セクション

が自らの目標達成のため努力してきたが，結

果全体で見ると悪い方向に向かっていったと

いう「合成の誤謬」に陥っていたと考えられ

るからである。

　収益体質の改善という会社全体の目標をメ

ンバー全員が共有化し，仕事に取り組まなけ

れば，またバブル時には当然とも思われた思

考方法を変えなければ，更に暗くなりがちな

中で勇気を奮い立たせ，困難な事柄に取り組

もうとするチャレンジ精神がなければ，緊急

課題は解決できないのである。

　一方，組合の立場から言えば，生活の向上

のために，自らの組織の目標達成に努力・協

力し，収益向上に繋がると信じてきたのに，

それが一致しなかった，報われなかったこと

は，大いに問題とすべきである。

　こうした緊迫した状況の中で，緊急VA・V

E，大幅な原価低減，設備投資の削減，固定費

の削減など様々な施策を展開した訳である

が，ここで一つ発見されたことは，全社を挙

げて，労使それぞれの立場で精力的に取り組

もうとしている中で，非組合員の中間管理職

の意識・行動と組合員の前向きな意欲・姿勢

とが当初うまく噛み合わなかったことである。

　会社組織の中で，変革の大きな舵をとるの

は経営者・役員であるが，その変革の流れを

確かなものにし，またその変化のスピードを

上げて，更に新たな道を素早く進むために

は，まさしく経営実務を預かる第一線，そし

て労使の前向きな話し合いの接点である，ミ

ドルマネージメント層の活躍が鍵である。

　収益体質の改善という緊急課題解決と同時

に取り組むべき，組織活性化の課題の一つの

問題点を観たように思う。

　その問題の所在は何かと考えると，一つは

会社ルートの全社情報の欠如にあったと考え

る。経営状況や見通し，問題認識と解決の方

向性等について，会社は役員から相当の危機

意識とともに各部に伝えられたことと思う
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が，中間管理職の段階においては残念ながら

組合ルートよりも情報不足・認識不足は否め

なかった。こうした状況が，緊急事態におい

ても発生しているとすれば，日頃は更に悪い

状況であろうと十分に想定される。

　また，安定した労使関係を頼りにしすぎと

いうか，安住していることも遠因として挙げ

られると思う。職場の中で，常に緊張した話

し合いが行われ，コミュニケーションが緊密

に行われていれば，こうした問題も起こらな

いと思われる。

　会社全体の中で，情報を共有化しながら，

自らの組織は何をすべきかを当事者意識を

もって検討して方向性を固め，それを遂行し

ていくために職場の労使関係の中で緊張感を

もって率直に話し合い，解決策を見出してい

く。そうした組織運営の基本的部分が，会社

の中のあちこちで安易に流されてきたのでは

ないだろうか。

2．組合員の将来像・目標像

　中間管理職＝ミドルマネージメント層は，

組合員にとって最も身近な将来｛象，目標とし

ている対象である。

　しかし，会社組織が従来のようなピラミッ

ド構造では，効率的に機能しなくなってきて

いる現在において，これまで「管理者」をイ

メージしてきた組合員の将来像は，高度な専

門能力を有したスペシャリスト・専門職へと

徐々に変化してきている。

　「管理者の魅力が失われている」「職制の

デフレ現象」という意見もあるが，逆を言え

ば専門職の位置づけが，業務上において，ま

た人事処遇の面においても明確に確立してい

ないだけに，組合員からも目指すべきものは

何かがハッキリしていない状況にあると思わ

れる。

　ミドルマネージメント層の職務上の権限と

責任はどこまでか，求められる能力は何か，

そのためのキャリアパスはどうあるべきか，

そしてそれらを支える公平・公正な評価はど

のようになされるのか，これらの点を速やか

に明確にしなければならない。

　そしてこの事は，ミドルマネージメント層

に限られる訳でなく，まさしく組織全体に関

わる大きな課題である。

　企業が「能力主義」を強めていくことは，

切り捨ての論理ではなく，こうした総合的な

観点で見直しを進め，組織全体の活性化に結

び付けなければならない。そして組合員に

とって，魅力ある将来像を目指そうとする希

望に繋がらなければならない。

3．まとめ

　中間管理職を考察していくと，自ずと紐織

全体の課題に繋がっていく。それは逆に言え

ば，そこに組織の課題の縮図があるとも言え

る。

　ここ数年の急激な環境変化で明らかになっ

た組織運営の課題を踏まえ，基本部分を改め

て労使で認識しあいながら，組合員が意欲・

活力をもって仕事に取り組める新たな環境づ

くりを今後も目指していきたい。

〔筆者紹介〕…高橋　恭弘（たかはし　やすひろ）

略　　歴

昭和34年3月　生まれ

昭和56年4月　トヨタ自動車㈱入社

平成2月9月　トヨタ自動車労組企画局部長

平成4年9月　　　同　　　企画局長

平成6年9月　全トヨタ労連副事務局長
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中高年従業員の働き方と

キャリアの多様化

金城学院大学　文学部

教授山　本　郁　郎

雇用調整の対象となる中高年層

　経営環境が大きく変わろうとするなかで，

企業はその戦略の抜本的な検討を迫られてい

る。中高年従業員とりわけホワイトカラーの

　「活性化」は早急な取組みが求められる課題

であろう。小論では，筆者も参加しで93年

度に実施された産政研調査1）の結果をふま

え，この課題の切り口について考えてみたい。

　中高年従業員の働き方の問題は，今次の不

況下でかれらが雇用調整のおもな対象とされ

たという事実と切り離して考えることはでき

ない。’93年7～9月期をとると，「希望退職

者の募集・解雇」を実施した企業こそ製造業

で1％と少なかったものの，「残業規制」「出

向・配転」など雇用調整を行った企業は46％

にのぼり，’85年の円高不況期を上回った。

また，製造業，規模1，000人以上の大企業を

中心に，管理・事務職種で人員余剰感がいち

じるしい高まりを示した。これは今次不況に

おける顕著な特徴であるといえよう（『労働

経済動向調査』’93年11月）。こうした中高年

層とりわけ管理・事務職にかんする余剰感は

産政研調査からも明瞭にうかがうことがで

きる。すなわち，45歳以上の中高年層につ

いて余剰と感じる企業の割合は55％，職種

別に「管理職」について余剰感をもつ企業

は54％，同じく「事務職」については38％を

しめた。なかでも，5，000人超の大企業では，

45歳以上の中高年層について3分の2近い企

業が，また，「管理職」「事務職」については

それぞれ59％，46％の企業が余剰を感じると

回答した。

　中高年層が雇用調整のおもな対象となるの

はわが国で戦後一貫してみられた傾向である

が，中高年層の場合，通常かれらの生活費負

担は大きいうえに，再就職先を探すのは容易

ではない。失業はそれだけ深刻にならざるを

えない。出向・配転の場合であっても，前の

職場での経験がそのまま生かせる仕事につく

ことはまれであり，その損失は大きくならざ

るをえない。巾高年層による雇用調整は極力

さけたい。そのために労働組合によせられる

期待はまことに大きいといえよう。
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厳しい選抜競争

　問題はしかし，なぜ中高年層が雇用調整の

おもな対象とされるのかということである。

日本の大企業ではとりわけ大卒ホワイトカ

ラーの技能は，関連する仕事をはば広く経験

しながら「長期にわたる競争」をつうじて育

成されるところにその特質がある。ほぼ課長

昇進の時期まで昇進・昇格に大きな格差をつ

けない，いわゆる同期同時昇進の慣行の存在

がこれを端的に示している。しかし，それは

競争がないことを意味しない。「年功制」と

いう言葉が喚起するイメージと対照的に，中

高年層がまことに厳しい選抜競争に投げ込ま

れている様子を周到に描き出したのは，竹内

洋氏の研究2）であろう。『会社職員録』を用

いて最年少管理職昇進組の，13年後（1970－

83年）の職位の変化を追跡した。その結果，

（1）だれにも追いぬかれることなく，そのまま

昇進を重ねた「トップ」は，最年少管理職昇

進組のうち30．4％をしめた。（2）他方，定年退

職者を除いて，死亡，転職，出向，降格など

によるとみられる「脱落者」C84年版に氏名

の見当たらない者）は34．6％をしめた。ま

た，その後の昇進レースで最年少管理職昇

進仲間から大きく引き離され，さらに多く

の後続ランナーに追い越された「落後者」も

9．8％いる。「脱落者」と「落後者」をあわせ

て，選抜競争からふり落とされた者はあわせ

て44．4％にものぼるのである。（3）「トップ」

でもなく「落後者」でもない「セカンド・グ

ループ」が残り25．1％をしめる。（4）遅れた昇

進組や若年層を含む後続ラソナーによる逆転

人事の発生頻度はいわれるほど高くない。こ

れらの観察事実から氏は，日本企業の昇進シ

ステムの特徴は，長時間をかけた選抜という

よりも「昇進競争が時間によって平等からふ

り落としに転調」するところにあり，その後

はむしろアメリカ大企業などにみられるトー

ナメント方式に近いのではないかと結論づけ

ている。

「能力主義」の意味するもの

　ファースト・スターターですらこのように

厳しいふり落とし競争に投げ込まれている現

実にはあらためて驚くほかない。「転調」以

後，能力の分散が，一挙顕在化し，それを基

軸としてふり落とし競争が展開される様相

は，およそ「年功制」という言葉から想像さ

れるものと対照的である。

　人事管理の変化もこうした現実のあとを追

うように「年功制から能力主義へ」という方

向を目指しているように思われる。産政研調

査でもこうした方向性は明確にうかびあがっ

ている。すなわち，「終身雇用」と「年功制

度」について今後の変化の見通しを企業にた

ずねたところ，「終身雇用」については大多

数の企業が強い愛着をもっているのにくら

べ，「年功制度」については規模をとわず

90％を超える企業が「変化する」と回答し，

その理由として「能力に応じた公正さ」「競

争促進」「優秀な従業員にむくいる」など，い

わゆる「能力主義」の必要をあげた。さら

に，同期同時昇進の慣行についても，規模に

関係なく80％を超える企業が従来より早くか

ら昇進・昇格に格差をつけると回答した．

　このような「能力主義」志向は企業側だけ

にみられるのではないことが目をひく。同時

に実施した従業員アンケート調査でも，「年

功制度の修正」を肯定する者の割合は，年齢
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や勤続にほとんどかわりなく86％をしめ，そ

の理由として「能力や成果と報酬のアンバラ

ンス」「ぬるま湯的雰囲気への危機感」が指

摘されている。年功的な横並びの平等意識よ

りも，自己の能力の適正な評価とそれに応じ

た処遇を求める声がはっきりと聴きわけられ

るのである。いまや「個人主義」の芽生えを

ここにみることはけっして無理ではないよう

に思われる。

　「能力主義へ」という認識は，上述の厳し

い選抜競争の現実と重ねてみると，管理職に

つくあたりから顕在化する能力の分散に見合

うように処遇制度を整備すること，とくに賃

金体系中の生活給部分の縮小，適正な能力・

業績評価にもとつく賃金部分の比重の増大を

意味するであろう。そうした人事管理の改革

は80年代をつうじて着実に普及してきた。ま

た，キャリア形成のより早い段階から非定型

的な仕事の比重を高めることによって，能力

の分散を顕在化させる時期をより早めようと

する動きもしだいにひろがっていくであろう。

そうした動きが「長期にわたる競争」のメ

リットとのバランスを考慮して進められるで

あろうことはいうまでもない。

キャリアの多様化と

　　キャリア・パスの明示

　だが，このような「能力主義」人事管理が

中高年層とくにホワイトカラー「活性化」に

及ぼす効果には限界がある。中高年従業員の

多くは同一企業に長く勤め，仕事経験をつみ

あげてきた人々である。当該企業においてそ

の能力をフルに発揮できる中高年層が雇用調

整の対象となることは，従業員本人のみなら

ず企業にとっても大きな損失である。彼等の

働き方は企業による働かせ方につよく規定さ

れている。したがって，中高年層を雇用調整

の対象とするような企業行動は，従業員の働

かせ方に工夫の必要があることを意味する。

従来，ホワイトカラー従業員はライン管理職

を目標にキャリア形成が行われてきたといえ

よう。しかし，管理職への昇進機会が今後ま

すます狭まることは明らかである。キャリア

の多様化が図られるべきであろう。働かせ方

の工夫のポイントのひとつはここにあるので

はないだろうか。

　産政研調査では，管理職希望か専門職希望

かをたずねているが，その結果は35歳以上の

中高年層で50％強が「専門職」希望とこたえ

ているのである。ただし，その公約数的イ

メージは深い知識と専門能力でもって管理職

補佐ということで，従来からある処遇として

の専門職をこえる具体像を描きにくいのが現

状ではある。現状のライン管理職育成を目標

とするキャリア形成のありかたがかわらない

かぎり，専門職イメージの刷新はむずかしい

といわなければならないだろう。

　キャリアの多様化あるいはより抜本的な

キャリア・デザインの改革は，直面する経営

環境の変化への対応という面からもうまく要

請されているのではないか。シェア拡大志向

の経営戦略のゆきづまり，国際化戦略の展開

と系列・下請け関係の再編，アジアNIEs製

品などとの競合，消費者嗜好の細分化，市場

の変化の早さと開発機関の短縮など，企業は

これまであまり経験したことのない新たな課

題の挑戦をうけている。こうした経営環境の

変化に従来の経営組織がそのままで対応でき

るとは考えにくい。迅速な政策決定のために

は，不要な組織の階段を削らなければならな
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いだろう。他方では，分業化・細分化された

経営機能の統合も必要となろう。従来のよう

なライン管理職の育成が今後とも必要とされ

ることは明らかであろうが，上記の要請にこ

たえるために，それとは異なったキャリアの

育成が必要となるだろう。その一つは細分化

された経営機能の統合をはかる「職際型キャ

リア」とでも呼ぶべきキャリア類型であろう。

従来の固定したライン部門間の分業の延長で

は，解決のむずかしい課題への取組みが「職

際型キャリア」の育成を必要とする。また，

ライン管理から独立した業務課題解決型の専

門職も，この文脈でより豊かなイメージを与

えられる。そうしたキャリア・デザインの多

様化の中で，豊かな仕事経験をつちかった中

高年層の技能が生かされる道が開かれるので

はないだろうか。

　中高年層の活性化は企業にとっても従業員

にとってもきわめて重要な課題である。その

ためになさねばならないことは多い。なかで

もキャリア・パスの明示はもっとも肝要であ

ろう。従来，ホワイトカラーについては，

キャリア・パスの明示はほとんど行われてこ

なかった。これは管理職になることだけが職

業生涯の目標とされてきたことによる。キャ

リア・パスの明示によって，従業員自らが職

業生涯を選択・設計し，その実現のためにど

のような知識や能力の習得がなされなけれぽ

ならないかが明らかになる。中高年になって

突然の人事異動にとまどうことも少なくなる

であろう。多様な人材のストックが企業に

とっていかに大きなメリヅトをもたらすか

は，あらためて指摘するまでもあるまい。

注1）（財）中部産業・労働政策研究会r長期雇用の変

　　質と人事・労務政策のゆくえ，中京地区自動車
　　産業の事例から』（1994年6月）。調査時点は
　　1993年7月である。
　2）竹内洋『選抜社会　試験・昇進をめぐる〈加
　　熱〉とく冷却〉』（メディアファクトリー，1988

　　年）第6章「企業内昇進の選抜パターン」

　　　　　　　〔㈲中部産政研　研究員〕

〔筆者紹介〕…山本　郁郎（やまもと　いくろう）

フ゜ローフィー」1レ

　1946年　愛知県生まれ

　名古屋大学大学院経済学研究科博士課程満了。

　名古屋大学助手，金城学院大学助教授をへて現

　職。この間1985～86年，インドネシア科学院に

　て研究。労働経済学，インドネシア経済論専攻。

　論文等r女性従業員のキャリア形成意識とサ

　ポート制度の実態に関する調査』日本労働研究

機構，「インドネシアにおける中小企業の経営

　政策と技能形成」「改革下の中国国営企業にお

　ける人事権限の制度的構造」等
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“

ニューミドル”からのメッセージ

　従来の課長，次長といった「管理職」としてではなく，そうした職位にふさわしい能力

を備えその発揮を期待される中堅層，これを“ニューミドル”と呼ぶことにしますが，こ

うした層がいま大変な勢いで増えつつあります。

　今回は，こうした将来企業の中核を成すニューミドルの皆様から率直なご意見をいただ

きながら，組織全体の活性化の方向を探ってみました。

日本電装株式会社

　総合企画部

高井　清司氏

中部電力株式会社

　企　画　室

浅井　芳俊氏

トヨタ自動車株式会社

　国際調達部

田渕　仁之氏

名古屋鉄道株式会社

　開　発　部

杉江　通優氏

ラインとは異質な領域で専門能力を研鐙

　　まず最初に自己紹介も兼ねて今どういう

仕事に携わっていらっしゃるのか，また率直

に言って今のお仕事はご自分の能力に比べて

どの程度のところであるとか，それとも質的

に向きが全然違うといった感じられ方なども

含めてたお話をいただきたいと思います。

【高井さん】　入社以来ずっと欧州への海外

出向も含め，営業の第一線でやってまいりま

して，昨年初の帰国と同時

に総合企画部の経営管理に

配属となり，会社方針の策

定や事業部の損益管理など

トップマネジメソトを補佐

する業務を行っております。はじめは今まで

と畑違いということもあり，かなりのカル

チャーショックがありました。経営管理には
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課長級が2人居りますが，管理職ということ

ではなく「君が何をやったかで評価される」

と常々言われています。とは言っても，実際

にはグループの人たちの面倒も見るわけです

から，とまどいもありました。

　また，部下の中には中小企業診断士の資格

を持っている人や経理に精通した人がいるな

どかなりスペシャリスト的集団であり，カル

チャーショックもあったわけです。

　これで2年近く経ち，慣れてはきました

が，まだまだ勉強が足りないと感じている毎

日です。

【浅井さん】　私は企画室

の企画グループにいます

が，会社に入りまして約20

年弱ぐらいずっと経理にお

りまして，この7月に企画

に来たところです。やっている仕事は会社の

組織の管理，小集団活動の事務局，決裁制度

の管理，それから当社の図書室の管理という

四つの非常にライン性のある仕事の取り回し

を基本としています。他方で経営管理業務は

常に創造的な新しい考え方の導入が求められ

ることから，現状の管理に埋没しない姿勢が

求められます。

　マネジメソトの視点での問題提起が要求さ

れる点で今までと大きく変わりましたし，扱

う対象，ツールも大きく変わりました。今ま

で経理的な視点からものを見ていたんです

が，こんどは組織や制度を扱ったりというこ

とで，そうした知識，ノウハウがまだ足りま

せんので，全力をあげてその獲得に努力して

いるところです。また，私は自分自身の仕事

の対象が拡大したこの機会にいろんなことに

チャレンジし多方面に係わって仕事能力を拡

大していきたいと思っております。

【田渕さん】　私は，入社

して最初技術部内に配属さ

れましたが，その後すぐ購

買部門に移り，その後欧州

のTMUKでも一貫して購

買をやってまいりました。TMUKから去年

1月に戻ってしばらくして，部下を持たない

専門職として，国内と海外事業体での部品購

入価格レベルを比較しながら割高，割安の

エッセンスを明らかにするシステムづくり

に，BR活動の一環として携わりました。購

買での経験との関連性はあったんですが，そ

れでも仕事の性格とかあるいは日常の過ごし

方も含めてそれまでのライン業務とはかなり

大きな差があるように感じたわけです。1日

の電話の本数とか来客との面談とかそうした

仕事が大幅に減ってしまうことは非常に強く

感じましたが，反面じっくり一つのことを深

く考える時間は非常に増えまして，私がこれ

までそう深く考えなかったような分野で，自

分なりにマニュアルを作ってみたりとりまわ

しを考えてみるといったことをやれたという

意味で，非常に良い経験になったというふう

に感じております。

礁 副セ憂享廉畿
　　　　驚て切糊りから轄とい・

　　　　　　　　た仕事を1年間やってから

　　　鷺　　　関連会社へ2年間研修出向

するという制度がございました。それから総

合企画室に配属され3年過ごしました後，P

サンゼルスのMTKというトヅパン印刷との

合弁会社に5年少々おりました。そこはレス

トランを数店経営し，貿易もしながら，⊥地
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を買って開発もやるといった会社でございま

す。それから開発部に帰任して2年おりまし

てから，名鉄と口本航空との合弁会社で2年

ほど日木航空の皆さんと一緒に仕事をしまし

た。それから再び開発部に帰ってきて5年程

過ごしています。

　岐阜市が長良川のほとりに国際会議場を作

りますが，その隣にコンベンション型の都市

ホテルを作ってくれという要望がありまし

て，今私はその仕事を担当しています。プロ

ジェクトは非常にたくさんあるんですが，そ

の中で実現するのは少ない訳で，その中で自

分が担当したものが実現する可能性はまた更

に低い。そうなりますと力量に比べて仕事は

どうかと言われると30％ぐらいしか力を発揮

していないんじゃないかという見方もできる

かもしれません。しかし，今私が担当してい

るホテルが今年7月にオープンするのです

が，最初は総論ですから思いどおりに描ける

わけです。ところがプロジェクトが具現化す

るにしたがってどんどん複雑な問題が出てく

る訳で，その意味では能力以上に仕事をしな

いと進んでいかないということになるんです

ね。どういう見方をするかということですけ

れども。

求められる自己実現の機会，
　　　　　　　　　　地道な努力への理解

　　そうしたスタッフ業務を通して，生きが

いとか働き甲斐を感じるなあというふうに思

われるのはどんな時ですか。

プロジェクトの成功，

　　　　　　　　新しい事業の発見

【杉江さん】　こういう企画・開発の仕事を

やっていまして，プロジェクトが具現化し建

物ができてくるとわくわくします。非常に単

純かもしれませんけれども。難しい仕事だか

ら生きがいがあるとかそういうことではない

んです。他には，今まであまりなかったよう

な新しい事業を見つけ出し調査研究してレ

ポートを書く，そういう時も働き甲斐を感じ

ます。逆に，今までと同じようなものをまた

同じように作れと言われるとちょっと満足感

が少ない訳です。あまりライン向きではない

のかもしれません。

地道なスタッフ業務への

　　　　　　　　上司の理解と支援

【田渕さん】　私の場合，国際調達部の中で

国際的な購入価格差の要因を見つけ出して，

それを原価低減に結びつける仕組みを作りな

がら，併せて実際にそれをやってみて効果が

あるのかないのかというような事例まで出す

といった仕事をしていました。テーマそのも

のが結構時間のかかる大きなものなので，種

をまいてからそれを育てて刈り取るサイクル

もライン業務に較べて非常に長く，自分が一

番わかっているし内容的にも責任をもって進

めているんですけれども，成果のアピールを

どうするかというところが難しい訳です。そ

ういった意味で生きがいを感じるというか

やっていて良かったと思いますのは，部内の

L司特に部次長がこういったスタッフ業務に
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ついてよく理解していただいて，同じ部内の

人達に協力するように白ら働いていただいた

ということだった様に思います。

　ただ少しはがゆいのは，割高割安ファク

ターを見つけるところまでは我々でやったと

しても，実際それを展開し具体化していくの

は別のグループなんです。例えば国内の仕入

先さんだったり，海外事業体の購買であった

り海外の仕入先ということで，直接自分に対

して成果が跳ね返ってきにくいというところ

ですね。

自分の仕事を通して

会社が変わっていくことを実感

　【高井さん】　現在の仕事は100％内部管理

で，会社の年度方針，年度計画から始まって

事業部や各部に方針，計画を作成してもら

い，毎月実績のフォロー等行っており，必要

に応じて管理の仕組みやルールを見直す仕事

です。

　営業の当時に比べますと成果が具体的な形

としてストレートに表われにくい仕事であ

り，達成感とか業務の上での感動の種類がか

なり違うという感じがします。例えぽ，営業

ですと，○○社との取引きができたとか，装

着率△△％を達成したということになります

が，現在の仕事では会社として軌道に乗り始

めたとか，浸透しはじめたという内容になる

わけです。

　また，今は変革を積極的に推進していく部

署として変革の旗振りをしているわけです

が，第3者的に見るとなかなか変わったとい

うようには見えない。むしろ変革のための実

行が最も重要といいながら何もしてないん

じゃないのという厳しい意見すら聞えてきま
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す。大きな会社での変革の難しさを肌で感じ

ております。

　ただ，徐々にではありますけれども，新し

い発想とか，新しいこととかいうことに対し

て話が通りやすくなってはきています。です

から今の職場ではこれをやったからこうなっ

たああなったというような達成感はないんで

すが，自分が作ったものが全社に流れてそれ

ぞれの職場でそれを基に方針が作られ，そう

したことを通じて会社全体が動いているんだ

という達成感に類似したような感じはしてい

ます。

　そういった意味合いで，逆に一つ仕掛けれ

ば会社がワンステヅプ進んでいくというか，

変わるというようなことを感じられるような

そういったことを徐々に生き甲斐として感じ

始めているといったところです。まだ徐々に

面白くなりかけた段階なんだろうなというふ

うにも自分自身では思っています。

いかに専門性の面から

　会社に寄与し自己実現できるか

【浅井さん】　やはり大切なのは報酬の多寡

よりも自分がいかに自己実現できるかという

点だと思います。そういった面で，自分の仕

事が実際に目に見えて遂行されて成果が見え

るというのが一番良いとは思うんですが，私

のやっている管理業務については，そういっ

たことが薄い。その中で働きがいを感じるの

は，自分の技能だとか才能，ノウハウが自山

に活かされて，しかもそれが管理する相手側

に伝わり問題意識の共有化がはかられた時で

す。具体的にいいますと，組織を改訂したり

決裁書制度を運用するに当たって一体今会社

はどんな問題に直面しているかということを



つかみ，自分も一緒になって知恵を出してど

うやって進めていったらいいかを共に考える

ことができた時，仕事のやりがいを感じるこ

とができます。そのためには専門性が，前提

となると思うのですが，私の場合経理的な専

門性は自分の身につけているんですが，組織

だとか制度に関する専門性についてはやはり

不足していると感じておりますので，できる

だけ積極的にチャレンジして自分の今の仕事

の専門性を早く身につけたいと感じておりま

す。

管理職の復権とスタッフ職の7ラット化の徹底

　　職場の中で皆さんが今おっしゃったよう

なそういう非常に前向きな仕事を進めていく

ために管理職の皆さんとの役割分担は将来ど

うあるべきか，どういうふうな役割分担，関

係であれば望ましいのかといった点について

ご意見をいただきたいと思います。

皆で一緒に考える

　　　　　管理システムへの脱皮

【浅井さん】　実は私は企画室担当副長とい

うことなんですが，企画室においては役付職

は室長を除き全員専門職という位置づけに

なっており，ゼネラルスタッフとして弾力的

な業務運営が可能な体制となっています。こ

の体制の中で実際の仕事の進め方というと，

私個人が，企画室長に直列している訳ではな

く，その間には数人の上司がおりますし，下

をみても先ほどご説明した四つの仕事ごとに

部下もおります。私が思いますのは，従来の

管理職は，下にヒヤリソグしそれに自分なり

の付加価値を付け整理して上に説明し，その

方がまた上に説明するということでいろんな

情報が整理され経営判断に結びついていくと

いうようなことじゃないかと思うんですが，

そういうやり方をしておりますとともすれば

良い話，耳に心地よい話ばかりが整理されて

上に上がっていくというようなことがわりと

あるんじゃないかと思います。本質的にそう

した情報を整理するシステムがなくなるわけ

はありませんが，旧来の管理職の縦系列の中

で整理された情報，耳ざわりの良い情報だけ

が上がっていくんじゃなくて，何が本当に問

題で何を議論しなくてはいけないかというこ

とを自分の意見を加えて上に問題提起し，上

も一緒に問題を考える中から解決策を見いだ

していくという新しい意味の「管理職」に変

わっていくべきではないかと思うんですね。

「あなた仕事をやる人，私はそれを管理する

人」というのはもう全然これからの時代には

あいません。管理職は一緒に考える人である

べきだと思います。言いかえれば，きれいに

作文された仕事を理解するのではなく，問題

の所在を明らかにし方策を決断するのが，管

理職の仕事ではないかと思います。

本来管理職に相応しい人が

　　　　　　　管理職になる時代へ

【高井さん】　私のグループでは方針，損

益，生産性などの管理をやっておりますが，

各々の業界毎に主担当を決め，できるだけ効

率的に運営するために指示や報告は部長と各

担当との間で直接行うことになっており，い
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わば完全にフラヅト化した状態です。そう

いった状態ですと，我々課長格クラスのプ

レーイングマネージャーのあり方も部を束ね

ている部長の力量ややり方によってかなり左

右されるところがありまして，今後課長格，

次長格のスタッフが増えていく中で，本来管

理職に相応しい人がやっぱり管理職になって

いかなくてはと思います。これから更に高齢

化，高職位化が進めば非常にやりにくくなる

のではないかという心配もしています。

スタッフ職のフラット化が不徹底

　【杉江さん】　企画・開発には従来からライ

ンというのがございません。ですから課長，

係長も担当部長も皆同じでして，プロジェク

ト毎にチームを組むもんですから，この件は

この人にやらせるこの件はこの人にというよ

うに部内の人の組み合せはバラバラです。で

すからあまり管理職との関係ということを感

じたことがないわけです。ただ，チームリー

ダーには担当部長もしくは課長がなりますの

で従来の管理職と同様の職務を兼ねたりす

る，プレーイングマネージャーのようになり

ますのでそういう意味では本来のフラット化

されたスタッフにはなり切っていない現象が

出てきたりします。つまり，スタッフ組織で

の本来の管理職，私どもの場合では正部長に

なるわけですが，チームリーダーとの二重の

管理職構造になってしまうということが時折

感じられます。スタッフはスタッフ，管理職

は管理職に徹することが問題を複雑にしない

上で肝要かと思います。

ライン部門への展開に

　　　管理職のサポートは不可欠

　【田渕さん】　購買には品口ごとにそれぞれ

専門のチームがいるわけですが，国内と海外

の同じ部品をlri］じテーブルの上に並べてコス

トがどれだけ違うのかという比較はなかなか

されていなかったんです。そこで，その比較

をする仕組みを考えてきたわけですけれど

も，やっぱり比較結果が数字で全部出てしま

うわけですから，担当している購買のライン

にとっては痛い部分を第3者から指摘される

ことになります。逆にその部分がコスト低減

のネタでもあるわけですから，スタッフ職で

何品目かを実際にやってみて差を見つけてこ

れを全面展開すれば良いわけなんですけれど

も，自動車の構成部品は何百何千品番とある

もんですから，実際にやっていこうとします

とラインの管理職の課長，部長といった実践

の兵隊部隊の手を借りなければいけない．と

ころが，ラインの人にとってみれば既存の業

務がある中で新しい仕事が追加されてくるわ

けで，どっちを取るのかという板挟みになっ

てしまうわけです。その辺の調整が非常に難

しいところでして，よく理解していただく為

に部次長クラスの方のサポートはどうしても

必要だと思います。

リーダーシップとコミュニケーションで
　　　　　　　　　内外からの協力と理解を向上

今までのお話しにもありましたように， 実際に具体化しようといたしますと同僚や関
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係するライン部門の人の協力が不可欠だとい

うことですが，そこら辺についてどうしたら

スムーズにいくのかといった視点からご意見

をいただきたいと思います。

ラインとスタッフの人事交流も

　　　　理解を深める一っの方法

【田渕さん】　実際やってみないとなかなか

わかりずらいような苦労しているポイントが

あるわけで，それは横で見ているだけでは感

じ難いように思います。そこで例えばトヨタ

でいいますと，ライン管理職の方にもBR活

動のようなチームメンバーをある一定期間経

験していただく。そうするとスタッフの仕事

の重要性が中身も含めて理解しやすいと思い

ますし，逆に深く専門的に見てみるというこ

との重要性も改めてよくわかっていただける

んじゃないかと思います。

部下の目線に立った

　　コミュニケーションを大切に

【高井さん】　私自身は，コミュニケーショ

ンがうまくいかないと進んでいかないと感じ

ております。組織はフラットな状態ですが，

Fの方を而倒をみるという面もあるため，部

長から私に下の人の担当分野についてのフォ

ローもよくあります。その場合，下の人も私

に報告していないと申し訳ないという気持ち

もあるようですし，できる限り一緒に話し

合って議論を通じて固めていかないといけな

いように思います。今後はプレーイングマ

ネージャーとしての部課長格，次長格が増え

てくると思いますので，いつまでも「課長さ

ん」というように考えていては進んでいかな

いと思います。たとえば知らない分野であれ

ぼ，はじめは1年生になった気持ちをもって

納得するまで一回りも年が違う人達から教え

てもらうということも，時としては必要にな

ると思います。

　管理職として部下をたくさんもってみえる

課長さんですと，お前ああやった方がいいこ

うやった方がいいとアドバイスに終わってし

まうことも多いと思うんですけれども，ス

タッフ職ですと，言うだけじゃなくて自分で

動かなくてはいかんから「課長さん」という

イメージとはだいぶ違うんですね。

プロジェクト全体のシナリオ

　　　づくりはリーダーの役割り

【杉江さん】　長い年月やっていますから自

分でやる方が思った通りのレポートが一番う

まく早くできるんです。といって，自分で全

部してしまうと部下が育ちませんので，時々

自分が指導する立場に立ってみたりもします

が，やっぱり自分の思った通りにやれないし

指導ばかりしていたのでは時間だけが経って

しまう。結局また全部作り直すというような

ことも現実には多いんです。そういう意味で

は部下を育てながらスタッフとして仕事をし

ていくということは難しいと思います。やは

りどうしても誰かがプロジェクト全体のシナ

リオを作って，枝・葉をチームのメンバーが

補助するということにならないと一貫性が無

くなってしまいます。

専門能力を高め，部下と一緒に

　　　　　　　　問題の所在を追求

【浅井さん】　社内のライソ部門との折衝の

折に，それ相応の職級ランクを求める風土が

まだライン部門にはあります。これはライン
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的な処理をしていく領域に私が片足を突っこ

んでいることを物語っていますが，もう片方

の足である創造的経営管理業務の領域におい

ては，業務体制のフラット化はどんどん進展

していく状況あります。それで，部下との関

係につきましては，知識の面でも情報の面で

も部下と専門性を競えるよう努力するととも

に，上司に話を上げていく段階においては，

常に部下と一緒になって問題の所在を明らか

にしていくというような形で仕事をやってい

くことにより，両足とも地につくようにした

いと考えております。

求められる幅広い専門性と社内展開力

一
今度はもう少し視点を変えて，もし仮に

こういった仕事をずっと続けていかれるとす

れば，自分自身がよりレベルの高い仕事をし

ていくための管理能力といったことも含めて

どういう力を付けていったら一番いいのか，

そういった方向での提言をいただきたいと思

います。

会社の方向性を見定め，

　　　　　　役に立っ専門性を追究

【浅井さん】　やはり基本は自分の能力がい

かに会社に役に立っているかということです

し，それが自分の働きがいにもつながります

ので，そういった意味でいかに会社全体の動

きを踏まえて自分の専門性，技能が会社の役

に立っているのか立っていくのかという視点

から自分を高め高級なスタッフとしての力を

つけていくということです。したがって，会

社全体の動きに常に目をくばるとともに，管

理の領域でも専門性に裏打ちされた管理職に

なりたいと思います。

会社の知恵袋として

　　　　専門性を深め各部へ展開

【田渕さん】　購買で部品を買うという立場

上，やはり個々の部品についての知識が基本

的に重要になってくると思います。スタッフ

業務をやっていく上でいろんな部署の知恵袋

的な存在になっていきたいと思いますが，そ

のためにもベースになる知識がまずしっかり

したものでないといけない。例えばある部品

をどういう観点で設計者は設計しているのか。

それを開発する上ではどういったことがポイ

ントになってくるのか。実際それを生産する

部品メーカーさんではどういった難しさがあ

るのか，そういう設計から開発，生産にまた

がることを一つの部品を通して自分自身の知

識として高めていくということが大切なよう

に思います。それから組織面では，そういっ

たことを社内のいろんな原価低減活動の中に

生かしていただくような横の連携といいます

か，会社全体がどういう動きにあるのかと

いった情報を自分なりによく理解し続けてい

かないと取り残されてしまいますから，そう

いった面に気を配りながら，仕事を進めてい

く必要があるのではないかと思います。

関連分野も含めたスペシャリスト

　　　　　　　として専門性を発揮

【杉江さん】　私どもはスペシャリストにな

るんだということで育てられてきたわけです。

企画・開発部門に長く身を置いたせいか，人

一 24一



を管理するとか数字を管理するとかそういう

管理職にふさわしい経験を積んでないもので

すから，“ニューミドル”と言われましても

あまり違和感がなく逆に親近感を持ってしま

います。ただ，仕事の内容が非常に複雑に

なってきており経理とか金融，法律関係など

の専門知識とか，名鉄だけでプロジェクトを

進めるのではなく，他企業とジョイントして

いくということも頻繁になってきています。

そういう面では，一企業内だけの知識とか人

的つながりの蓄積だけではなくグローバルな

意味でのスペシャリストとして力をつけてい

かなくてはいけないと思っております。
“

ニューミドル”に関して言えば，自分の中

にいろんな力を蓄積し，自分がどういう会社

のどういう地位にいたかではなく，どういう

仕事をしてきだかを中心にやっていかなけれ

ばと思っています。

“

ニューミドル”をイメージする

　　　　　　解り易い言葉も必要

【高井さん】　皆さんのおっしゃったような

ことと同じですけれども，従来だと例えば課

長さんならだいたいイメージ的にこういう経

験でどういうレベルの人だとぱっとわかりや

すかったんですけれど，新しい“ニューミド

ル”についてもそれに類するようなわかりや

すい言葉が必要ではないでしょうか。

求められるスタッフを活かす制度，環境の整備

　　“ニューミドル”層がこれから更に力を

つけてその力を発揮していくために，人事面

からのサポートも含めてこういうようにして

いただくと非常に伸び伸びとやっていけると

か，もっと後輩も育っていくとかそういった

面からご意見をいただきたいと思います。

成果をアピールする場の

　　　　　　　　　　提供が励みに

【田渕さん】　これからミドル層が増え，い

ろいろなプロジェクトを任せることも増えて

いくと思いますので，その成果を実際にア

ピールできる場を仕事の種類に応じて設けて

いくことが本人の達成感にもつながります

し，スタッフ職の仕事について周囲から理解

を得るためにも大切になってくるのではない

かと思います。中には小さな部屋にこもって

スタッフ的な仕事を一生懸命やっているが周

囲にとっては何をやっているかわかりにくい

というような場合もあると思いますので，そ

ういった意味でもアピールできる場を設ける

必要があるように思います。そういったこと

を充実していきますと，皆が何を考え，何に

困っているのかということをより理解し易く

なるのではないかと思います。

自主性，創造性の面から

目立たない仕事にも積極的な評価を

【浅井さん】　少なくとも旧来の減点主義と

いう発想はニューミドルにとっては望ましく

ない。基本的には，自主性とか創造性といっ

た面からいかにその個人が会社の目的に向

かって業務を展開しているかという目で人事

は見て欲しいと思います。新たに物を作った

り創造したり企画したりする仕事に携わって

いる人はわりと評価されやすいんですが，目
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立たない仕事，ある前提を与えられてやる仕

事は評価され難い。役割あるいは環境の違い

があるなかで個人が自主性だとか創造性を発

揮して仕事をやっているかどうかについて，

公正に評価できるかどうかが，ポイントであ

ると思います。この視点から評価すれば，全

従業員が自己実現を目指し会社の為に全力を

尽くすんじゃないかと思います。

ラインとスタッフのバランスも

含めた評価システムの見直しが必要

【高井さん】　仕事のやり方進め方はフラッ

ト化されておりますが，人事考課は当然課長

格としてするわけでして，仕事の性格からし

て，全ての人の業務や成果を把握し正当に評

価できているかという点について，正直言っ

て不安な面があります。

　さらに，これからは専門性が強く求められ

てくると思いますので，スペシャリストの評

価を正当に行うことは重要な課題になってく

るはずです。

　日本の会社では，もともと相対的にスペ

シャリストはゼネラリストよりも評価が低い

というイメージがあったのではないかと思い

ます。

　まずはこういった風潮を直していかなくて

はならないと思います。常日頃思いますの

は，営業や購買といったライン業務の方が成

果は短期間に出ますし評価もし易い訳です

が，スタッフは縁の下の力持ちじゃないです

が，本当にコツコツやってきたことをどう

やって正当に評価していくのか，ラインとの

バランスも含めてそういったことを全体とし

てうまくシステム化していくことが大きな課

題になってくると思います。

おおらかに，伸び伸びとやれる

　　　　　職場の雰囲気づくりも

【杉江さん】　確かに経済の環境が大きく変

化しリエンジニアリングとかリストラとか非

常に厳しいわけですが，こういう過程で今日

のテーマの“ニューミドル”なる階層が出現

してくるわけですね。スタッフというのはも

ともとラインのように肩書きとか地位があま

り実感できるポジショソではありません。そ

ういうようなことだけで生身の人間が働いて

いるわけでもありませんしね。そういう意味

では思い切った職場の環境作りを変えてみる

ことも必要だと思います。人間的なものを仕

事の場所に持ち込むとそれがどのなような形

になるかということですね。自分の人生イ

コール会社の人生なんですね。ですからもう

少し思い切っておおらかさとか，家庭的な職

場の雰囲気作りに戻っていくというのも一つ

の考え方だと思います。極端な例えかもしれ

ませんが，在宅勤務とかリゾートオフィスな

んていうのもおもしろいかも知れませんね。

ラフなジーンズをはいて家とか自然の中でリ

ラックスした気分でレポートを一生懸命書く

わけです。そういう伸び伸びとした雰囲気の

職場といいますか，仕事場作りというのも

　“ニューミドル”には面白いかなと思います。

一
本日はいろいろと示唆に富むご意見をい

ただきましてありがとうございました。

　　　　　　　　　　　　【文責　事務局】
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日本のホワイトカラー

〉一般的理解をまとめると

日　　　　　　　　本 欧　　　　　　　　米

勤　　続 一企業に長期に定着し， 適職を求めて企業間を移動する。

めったに他企業に移らない。 （流動）

（長期雇用，非流動） レイオ’フ，解雇で雇用を調整。

雇用調整は社内再配置で対処。 必要な人材は企業の内外を問わず調

（労働市場の内部化） 達する。

（外部労働市場の発達）

賃金処遇 年齢，勤続に応じて昇給，昇格が行 実力に応じて賃金，処遇が決められ

われる。 る。

内部昇進が基本となっている。 内部昇進にはこだわらない。

（年功制） （実力主義）

　　　　　　　　　　　　　　舎

　こうした理解が，「日本は競争もなく，よく働いても働かなくともサラリーがちが

わないのに，奇妙によく働く不思議な国となってしまい，得体のしれない奇怪な国と

して他国のいたずらな警戒心をつよめる。」

　　　　　　　　　　　　　　　小池和男著「日本の雇用システム」（1994）より抜粋一部図表化

（参考）

雇用労働者のなかのホワイトカラーの増加

　　　　　　　　　　　　一日本一

（万人）

3，000

2，500

2，000

（％）　　　　1，500

55

　　　1，00050

一・ 45

　　　40
1990　1992年

500

1970 1975 1980　　　　　　1985 1970　　　1975　　　1980　　　1985　　　19901992年

出所：神代和欣「フォーラム・ホワイFカラー一その働き方一基調報告」

　　（日本労働研究機構『日本労働研究雑誌』1993年12月号）P．42．

　　総務庁『労働力調査に基づく，季節調整殖。

　　1994年版「労使関係白書」
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［〉一企業への定着性を年齢と勤続との関係から検証してみると，日本のみならず，アメリカや

　ヨーロッパ諸国でも強い相関性が確認される。　　　　　　　　　　　　　　　　〔図表1〕

［〉若干アメリカの流動性が高いことはグラフからも読みとれるが，「アメリカにおいてもホワ

　イトカラー層には会社間で程度の差はあれ基本的には雇用の安定性が暗黙的に約束されてき

　た」＊と言われている。しかも，10年前に較べてむしろ年齢と勤続との相関性は高まってさえ

　いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔図表2〕

　　　　　　　　　　　　　　＊（注）中馬宏之　一橋大学産業経営研究所「ビジネスレビュー」vol　41　Na　3

〔図表1〕性，年齢別に見た勤続期間の特徴（1990年代初頭）

男性

黎
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20
勤
続
年
数

15

10

5

女性

o

評ボ評ボ♂♂試ボ♂ボが
　　　　　　　　　　　　　　　年齢層

ドイツ　1990年 目　本　1989年 アメリカ　1991年
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　　　　　　　　　　年齢層　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢層

　　7インランド　1ggoa年
　　フランス　　1991b年　　　　　　　　a）最も若い年齢層は20歳未満・老年は60～64歳まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b）最も若い年齢層は15～19歳
　　スペイン　　　1992年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出所：OECD　EMPLOYMENT　OUTLOOK　1993
　　イギリス　　　1991年

〔図表2〕年齢別に見た勤続期間の特徴（男性1980年代初頭）

　15－19　　　　　　　20－24　　　　　　　25－29

出所：OECD　EMPLOYMENT　OUTLOOK　1984

　　30－39
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［〉年齢別の賃金カーブの特徴をアメリカと較べても，日本とアメリカとの間にはほとんど差が

　ないことが解る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔図表3〕

［〉これは，「職務給の中には，社会慣行的に一定水準の生活ができる給与水準が組込まれてい

　る」＊からだと言われる。

　このことは，i基本給（職務給）の昇給方法についての調査からも確認できる。　〔図表4〕

　　　　　　　　　　　　　　　　＊（注）社会経済生産性本部「アメリカの賃金，ヨーロッパの賃金」（1994）

〔図衷3〕年齢別賃金の日米比較（男，1979年）

、指数

200

　150

100

se

　US大卒
りi 日大卒

　US高卒
、 日高卒

18～24　　　25～34　　　35～44　　　45～54　　　　55～64

　　　　　　　　　　　　　　　　　年齢

注：1）アメリカは年収，annual　earnigs．

　　　日本は月収，「きまって支給する給与」。

　　2）アメリカ全産業，全規模。

　　　日本は製造業10人規模以上。
出所：アメリカ：US，　Census　of　Population，1980．

　　PC80－1－Dl－A．　Table　296．

　　日本：『昭和54年賃金構造基本調査』。

　　小池和男著「アメリカのホワイトカラー」（1993）

〔図表4〕基本給の昇給方法（産業別・規模別）

昇給方法
全企業

平　　均

産　　　　業　　　　別 規　　模　　別

製造業 非製造業 非企業 大企業 小企業
成績昇給

総合昇給

職務能力昇給

勤続年数昇給

92％
45

32

24

94％

55

28

18

96％

32

40

21

81％

54

23

38

90％

53

30

36

94％

39

34

15

出所：Bureau　of　National　Affairst　Inc．　Wage　and　Salary　Administration，1990，　p．18．　Tab】e　12．

〉しかも，アメリカの賃金カーブが年齢とともに

　高まるこうした傾向は，長期のスパンで見ても

　大きな変化は認められない。　　　〔図表5〕

［〉また，サラリーグレード別の賃金のバラツキは

　上級になる程大きくなる。　　　　〔図表6〕

　このことは日本においても同様であろう。

出所：US．　Census　of　Population（1980）．

　　US．　Census　of　Population（1960）．

　　小池和男著「アメリカのホワイトカラー」（1993）

〔図表5〕年齢別賃金の推移

　一アメリカ，男，1959，79年

　　　　1979大卒
，，．．一一“　1959大卒

　　　　　　　1979高卒
，一一一一一一．一一一一一”－ 　　1959高卒

18～24　25～34　　35～44　　45～54　　55～64

　　　　　　　　　　　　　　年齢
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〔図表6〕賃金等級数および範囲給の幅

　　　　　　　　　　　　　　（産業別・規模別）

アメリカにおけるサラリー・ゲレードと

　　　　　　　昇給及び昇進・昇格イメージ

∈

第一 第　三

範囲給の幅 最低 四分位 中央値 四分位 最　高

〔時　間　給〕

時間給の等級数 3 7 11 17 99

最狭範囲給の幅 3％ 22％ 35％ 5⑭％ 98％

最広範囲給の幅 4％ 33％ 47％ 50％ 118％

〔月　　　給〕

月給等級数 3 9 15 23 1D8

、最狭範囲給の幅 10％ 35％ 48％ 50％ 70％

最広範囲給の幅 15％ 50％ 50％ 60％ 89％

出所：Bureau　of　Nati。na】Affairs，　Inc．　Wage　and

Salary　Administrationt　1990，　p．12。　Table　8．

注：比率の算出方法：（範囲給の上限賃率一下限賃

率）÷下限賃率×100

⇒ 賃

金
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［〉以上から，

　　ホワイトカラーの長期雇用や年功的賃金カーブは日本のみの特徴ではないことになる。

［〉但し，雇用システムのベースとなっている考え方を較べると，

　　日本とアメリカとの間にはなお大きな相異が存在する。

1

1．日本的特徴＊ 2．アメリカ的特徴＊

人事のr要」 圧倒的多数の中間層 リーダー層
人　　　事

システム

遅い昇進（or選抜）

長期の個人間競争

早い選抜，リーダーの育成
　　　　短期の競争　　　　　　曹

能力向上
システム

職務能力は、職場での実務経験を重ねて，長期にわたり形成されていく

　　　　　　　　↓・

長期の競争を基本とし，

中間層の底上げを通して，全体の生産性を

　　　　　　　畢個々人の生産性，付加価値を重視し，

個々人への適切な目標の設定と具体的、
将来方向 かつ客観的評価を通して，全体の生産

向上する
性を向上する

課　　　　題

　　　　　1ト

増大する労務費の吸収

　　　　　　　　　　　　　　∈　　　　　雪

考課，処遇の納得牲確保

格差を認め合い協力していける風土づ
くり　　　　　　　　　　　　　　」ト　　　　　　　　　し

＊（例）小池和男著「日本の雇用システム」（1994）

　　　Wimam　M．　Mercer　Ltd．　of　Japan（脚注参照）

（脚注）William　M．　Mercer　Ltd．　of　Japan

　　　米国に本社を置く大手人事コンサルティング会社の日本拠点。世界100ケ所を超える拠点をネットワー

　　　ク化し人事情報をデータベース化。コンサルティングの他に給与・福利厚生制度に関する各種調査を実

　　　施。（日本労働研究機構＝JILとも連携）
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［〉こうした状況の下で日本のみならず欧米においても，ホワイトカラー間接部門のスリム化は

　大きな経営課題となりつつある。

　　最近アメリカでは，オフィスの情報化やリエンジニアリングによってオフィス・事務職を

　　中心に雇用が不安定化しつつあり＊，ドイツでも，これまでの解雇に関する厳しい法的規

　　制や関連する政府の助成政策に対して，見直しの気運が高まりつつあると言われている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊（注）William　M．　Mercer　Ltd．　of　Japan

（参考）アメリカにおける基本給の支払い形態（従業員グループ別）

オフィス・事務 営　業　職 専門職・技術職 監　督　職 中間管理者
時間給　　　63％

月　給　　　41

月給・歩合給1

時間給　　　12％

月　給　　　38

月給・歩合給56

歩合給　　　10

時間給　　　23％

出来高給　　1

月　給　　　81

月給・歩合給2

時間給　　　18％

月　給　　　84

月給・歩合給3

時間給　　　6％

月　給　　　92

月給・歩合給3

出所：Bureau　of　National　Affairs，　Inc．　Wage　and　Salary　Administration，1990，　p．　I　l．第7表より一部抄録して

　　作成した。
注：基本給の支払形態については1つ以上の支払形態を用いている企業があるので，合計が100％を超える場合

　がある。

［〉そこで，特にアメリカにおける取組みを，企業レベル（ミクロ）と産業レベル（マクロ）の

　2つの視点から観察してみたい。

（1）企業（ミクロ）の視点

　　米ビッグ3自動車メーカーの年次報告書（アニュアルレポート）から間接部門スリム化の

　状況を調べると，この3年間に間接部門の負担は着実に軽減されている。

　　　　・。
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［〉これは，’80～’90年代にかけて行われたリストラの効果に加えて，90年代のリエンジニアリ

　ングが，アメリカ市場の回復による売上増というフォローの風の中で功を奏し始めたためと

　推定される。

（米ピック3のリストラの状況）

米国メーカのりストラ等の状況

G

M

フ

オ

1

ド

ク

ラ

イ

ス
ラ

ー

全 般

。91年，合理化計画発表

（92年に修正）無駄のない

生産体制を確立し，北米

市場でも，利益の出る体

質づくりを目指す

・79～86年に大規模なリス

　トラを展開

・80年代初頭以来，比較的

合理化が進んでいるとい

われ，過剰設備をほとん

ど持たない状態

・業績が悪化した89年に，

92／12を目標とした合理

化計画を発表（91年修正）

「
雇

用

・95年末まyでに，

対90年比▲10万入削減

〔生産部門　▲79，000人管理部門　▲21，000人〕

・ 95までに，

北米23工場閉鎖

［組　　立　　8工場エンジン　　4工場部　　品　　11工場］

生産能力は，

　91年670万台／年

　　→95年540万台／年

・4万人人員削減（79～86

年）

・5工場閉鎖（79～86年）

・ホワイトカラー，役員の

削減（89年計画）

・2工場閉鎖（90～91年）

事　　業　　売　　却

。部品事業部の売却

・ルージュ工場の製鉄部門

を売却（89年）

・フ才一ド・エアロスペー

ス（航空宇宙部門）売却

　　　　　　　（90年）

・クライスラー・テクノロ

ジー売却（89年）

6ガルフストリーム・エア

　ロスペース売却（90年）

ee　一 発　　そ　の池

・生産車種の整理統合

・ディーラー網再編

（9，000社　　　　　　、

　　→90年代央7，000社）

・購買システムの清報化

（PfCOS）による部品コス

　トの低減

。設計，開発の基本単位を

　6から4に集約

●ロボッ　ト｛ヒ等々こより，50

億＄のコストを削減

・開発の初期段階からメー

カーを参入させることを

Big3のなかでいち早く

実施

・1社発注方式導入により，

北米サプライヤーを2000

年までに1，000社に削減

　　　　　　（93年発表）

・LHカー一，ネオソにおけ

る製品開発へのチーム制

導入

出所　各種報道よりまとめ

（リエンジニアリング＝Fordの事例）

i　Ford社は日本のマツダに触発され，北米での支払会計処理業務を購買プロセスを含l
iめ抜本的に改革するとともにインボイス業務も全廃。　　　　　　　　　　　　　　　｛
；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

i　これによって，500名を上回るそれまでの必要要員数を125名にまでスリム化した。　　，i
J　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v
t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し

i　　　　　　　　　　　　　　　REENGINEERIG　THE　CORPORATIONより抜粋要約一・・l
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
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（2）産業（マクロ）の視点

　　他方，アメリカのブルーカラーも含めた雇用システムと所得政策は，所得の不安定と先行

　き不安感を高め，自動車市場が成熟化し成長力が低下する中で自動車需要の大幅な変動さら

　には生産・雇用の不安定をもたらす悪循環の元凶ともなっている。

　　　　　　　　　アメリカ的雇用システムが自動車産業に及ぼす影響

illlil蜘嘘憂lllli　llll畿劉

↓
所得の長期的な安定

への期待と確信

好循環 悪循環

v［

需要の安定

（比較的少ない変動）

需要の不安定

（大きな変動）

N［生産の安定］一ノ

雇用の不安定

R＿生産の不安定＊ノ

＊アメリカの場合，これに加えてメーカーとディーラーの取引慣行も生産を不安定にする大きな要素となっている。

i＞確かにミクロの企業ベースで見れば，日本の優位性は次第に低下しつつある。　　　　i

i　　しかし以上の日米の実態比較から，その要因を日本の雇用システムの特殊性に求めるl

i一般的理解が適切さを欠くことは明らかであろう。　　　　　　　　　　　　　　　i

i　　他方，日本の雇用システムは，雇用システムと所得政策が産業社会に及ぼす影響も併i

i　せ総合的に考えれば，今なお十分な説得性を有していると見ることができる。　　　　i

i＞とすれば，ミグロの企業ベースでの対応についても，徒らにこれまでのシステムを否定i

i　するのではなく，日本的雇用システムの基本的枠組みの上に経営環境変化に即した新たi

｝　な制度運用やサブシステムを付加していく形で，日本独自の将来方向を見い出していくi

i　必要があるように思われる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i

〔主任研究員　願興寺　皓之〕
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研究員レポート

中高年ホワイトカラーの

　　貢献をいかに高めるか

　　名古屋市立大学

教授西　田　耕　三

1．中高年ホワイトカラー問題の

　　　　　　　　　　　三つの原因

　こんにち多くの企業で，中高年ホワイトカ

ラー（以下WHCと略称）の貢献に，何か問

題があるのではないかと考えられている。そ

の問題とは，この人たちが給料の原資たる付

加価値（AVと略称）創造にたいしてなす貢

献が給料にみあわず低いのではないかという

ことだろう。

　もっとも，この点について客観的な証拠が

あるわけではない。そこで筆者は中高年WH

Cに限定せず一般的に「社員のAVへの貢献

を測定しよう」と提案してきた。だが，会社

側からは「よしやろう」という反応が出てこ

ない。

　こういうときにWHCの組合があれば「ま

ずは社員個々人のAV貢献を測定し，問題が

あれば改善を検討すべきだ」という要求が出

される可能性がある。だが，この点について

はこれ以上触れず，以下では，「中高年WH

Cの貢献に問題がある」という仮定の上に

立って考えていく。

　この人たちの貢献を高めていく基本的方向

は，かれらに定型業務だけでなく，個人寄与

率のより高い創造タスク（拙著①，8，9

章）で活躍してもらうということだろう。こ

の観点から中高年WHCの現状をみるとき，

すくなくともつぎの三つの点で問題があると

思われる。

　A．かれらが果している役割（仕事）

　B．活躍する場あるいは機会

　C．そのために必要な能力

2．プラスアルファとしての創造的支援

　　一スタッフと管理者の役割変革

　中高年WHCは現在，部下をもつ管理者で

あるか，あるいは部下をもたないスタッフで

ある。どちらかと言うと後者が問題視されが

ちだが，それは不当であろう。

　というのは，両者のちがいは部下をもつか

否かである。ところが部下をもっていること

自体によって貢献が上るわけではなく，逆に

マイナスの貢献が生じる場合もあるからであ

る（拙著①，pp．178－180）。

　さて，この人たちの貢献に問題があるとす
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れば，その一つはかれらがはたしている役割

あるいは仕事にあるのかもしれない。

　これまで中高年WHCのうち管理者は全

員，そしてスタヅフであるかなりの人たち

も，管理という仕事にたずさわってきた。

もっとも，両者の間には，大ざっぱに言って

表1に示したようなちがいがあった。

　表1．管理という仕事での役割のちがい

管理のプロセス 管理者 スタッフ

①目標・計画をたてる ○ ○

②その実行・達成を指示する ○ ×

　一
③進行状況のデータを集める △ ○

④うまく進んでいない場合

　　　　　　しった激励する

○ ×

　①と③は仕事の管理，②と④は組織と人の

管理とよんでもよいかもしれない。前者は管

理老とスタッフに共通の仕事であり，後者は

管理者に固有の仕事である。そしてこれらの
　　　　　　　　　　　　サ　　　■　　　　　　　　　　　　管理は，概して定型的管理だった（上へ行く

ほど定型度は弱まるが）。

　従来は，このような管理だけを行なうので

も，よかったのだろう。しかし今後は，経済

成長率（企業にとっては消費者の購買力の伸

び率）が2％台に落ちこみ，企業発展にとっ

て逆風が強まる。このような経営環境下で

は，中高年WHCの働きには，プラスアル

ファが求められる。

　それは図式的に書けば

　　・管理＋支援（サポート）

　　・定型業務＋創造タスク

ということである。つまり定型的管理は当面

の効率のために必要だが，それに加えて
　　　　　　　　　■　　　コ　　　．

創造的支援が求められる。

　このことを前述の管理の二側面に分けて言

うと，創造的支援には，つぎの二種がある。

　A．仕事の進め方についての支援＝仕事を

　　どのように行なえば目標・計画の達成が

　　うまくいくかを考え，生み出したアイ

　　ディアを実行者に提供する

　B．人への支援＝どうすれば部Fがいきい

　　きと働き，能力を伸ぽしていけるかを考

　　えてアイディアを生み出し，実行する

　　（公正な評価，風土改革など）

　もちろんこのような創造的支援は，これま

でも，ある程度行なわれてきたであろう。し

かし管理者とスタッフの役割コンセプトとし

て明確に打ち出されていたケースes　一皆無

ではないが一非常に少ない。そのために，

なされた創造的支援はきわめて不十分なもの

だったと思われる。

　そこで表2は，以一ヒのような仕事を，主と

して誰が担当するかを示している。

　表2．広義のマネジメント業務の主な担当者

管理者 管理スタッフ
一

一

△

仕
仕事の定常的管理 ○ 計画進行状況

事
のデータ収集

一の

仕事の遂行方法な
管

どについての創造 △ ○

理

的支援

組
組織と人の定常的

○ △

織 管理
一

r

人 △ ○

の

管
理

人と組織行動への

創造的支援

ちょっとした

心遣い

深い心遣い

『

一 ○は主な役割，△は副次的役割

管理者とスタッフがこのような仕事を行な

うことが，かれらのAVへの貢献を一段と

アップさせるための必要条件であろう。
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3．中高年スタッフの特性を生かす「場」

　仮に中高年WHCのうち，とくにスタッフ

の貢献に問題があるとしよう。けれどもそれ

はこの人たちの責任ではなく，活用する側に

ある。

　中高年スタッフは通常，定常業務を行なう

課や室の中の一メソバーとしてポジショニン

グされ，仕事をしている。これでは，その人

が自分の担当業務領域内で創造を行なったと

しても，その貢献は管理者よりも小さくなる。

というのは一メンバーとしてのスタッフが創

造を行なえる対象領域のスパンは管理者より

はるかに狭くなり，したがって小さな創造し

かできないからである。

　中高年WHCは若年層とくらべて仕事経験

が長いので，はるかに幅広いシーズ知識を

もっていることが特徴である。もっともこの

シーズ知識は，創造シーズ（拙著①pp．107－

110．②pp．150－159）としては，浅い場合も

多いだろう。そこでこれを深める必要はある。

　この「補強」を前提とすれば，この人たち

の活用には，かれらのシーズ知識の幅広さを

十分に考慮に入れる必要がある。課（室）の

一 メンバーでは，「宝の持ちぐされ」に終っ

てしまうのである。

　中高年スタッフのこの特性を十分に活かせ

る「場」は，つぎの三つである。

　A．部門付個人スタッフ……これは管理者

　　のポストに相当する。この場が与える広

　　い視野（管理者と同じスパン）のもとで

　　前述の支援アイディアを生みだす。かれ

　　はまた，この場から，以下の二つの場へ

　　と「出張」する。

　B．時限的な創造プロジェクFチームへ

　　リーダーとして

　C．スパンが所属部門を越える広い創造

　　（たとえば会社を視野に入れた改革）の

　　ためのチームへ一メンバーとして（トヨ

　　タ自動車のBRはその一つ）

　Aでの「部門付」における部門とは部や課

である。フォーマルには部門長付になるが，

実質的にはスタヅフと部門長とはパートナー

になるべきであることを強調したかった。

4．本格的な管理者とスタッフを

　　　　育成するための複線ルート

4－1．まずは仕事別ルートでシーズ蓄積を

　　　　計る

　現状では，管理者とスタッフの多くは，2

章で述べたような仕事を，3章で述べた

「場」で行なうのに必要な能力を，十分には

もっていないのではないか。

　表3の左側は，これからの中高年WHCの

管理者と管理スタッフに必要とされる能力

を，仕事別に示している。

表3．中高年WHCに必要な諸能力と

　　　　　　　　　　　　　　その習得特性

装
i

著

轟

撰
矢

窒
三
i

箋

・ 事前習得ての「事前」とは，一人前の管理商，スタノフになる前という意味

・この表での分折か正しければ狭義の管理能力中．とくに継織と人を対象とするものは，tとして管理者
になった後に育っていく性質のものである

・ 創造的支援にはアイテAアを考え出す能力も必要　そのためのマニ＝アルは存許しない

セ

高年WHC
必要な知識

習 得　　　特 性　　　　1
7）仕事 習得の方法 要する期間 事前習得の・∫能性

定常的管

峡義の管　）
一

［ユ，対象とする佳事

の内容と遂行ブ・

セスの知識

その仕事を経験す

る

比較的短期間

で可能
可　　能

②管璋のノ」法につ

いての知識
管理の鮮験を積む

比較的長期を

要する
ある揮度園難

一
③ 対象とするfl 仕事を経験し，そ

創造的支援

創
造
／

事についての

深い知識r構

れをもとに考える

ことによって習う 長期を要する 可　　能
1 造，メカニズ ある程度は理諭学
ズ ムまで〕 灘も町能

1　一
罰

④対象とする組織 組織の中で仕事を

と人についての知 し，またそこでの

定常的瞥珊1
識 対人関係を通Lて

比較的短期 かなウ困難

（狭義の管理〕
学ぶ　＊

⑤管理の方法につ

し ・ての知識
管理の繰験を積む 比較的長期 かなり困難

⑥ 対象とする組

創造的支援

創
造
ノ

識とそこでの

人間心理，人

・ ＊に同じ

。 ある程度は理論 長期を要する 困　　難

i 閥行動につい 学習も可能
ゴ

ての深い知識1
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　最初に考えたいのは，これらの能力のうち

でどれが．その育成のために長期を要するか

ということである。そのような能力について

は，育成ルートがあったほうがよいからであ

る。

　この観点からは，管理者や管理スタッフに

必要な諸能力（表3）のうち，③と⑥，つい

で②と⑤が問題になる。

　しかしもう一つの観点が必要である。それ

は，育成に長期を要する能力でも，一人前の

管理スタッフや管理者になる前には習得が困

難な能力については，長期的視野に立って

事前に能力育成を行なうためのルートの対象

にはなりえないということである。

　この点からみると，育成に長期を要する前

述の四種の能力のうち，ルートでの育成の対

象になるのは，表3での③（仕事上の創造的

支援を行なうのに必要な，仕事についての深

いシーズ知識）である。したがって長期能力

成長ルートは，まずは仕事の種類別にスター

トするのがよい。

　しかし入社後8年くらいを経た時期には，

能力成長ルートの設計上，もう一つの問題が

出てくる。その問題とは，それまでの仕事別

ルートの各ルートをそれぞれ，管理者ルート

とスタッフルートに枝分かれさせる必要があ

るかどうかという問題である。

　拙稿③（pp．19－21）では，これについて否

定的な結論を出したが，いまは誤りだったと

思う（理論創造にも失敗のリスクがありうる

という弁解と同時に，ミスを犯かしたことに

たいしては，深くおわびします）。誤った結

論に至った主な原因は，2章からここまでで

行なった分析を欠いていたことである。

4－2．入社8年後位に管理者ルートとス

　　　　タッフルートを分岐させる

　2章での分析が正しけれぽ，管理者とス

タッフの役割のちがいは，管理者の場合「定

常的管理」に重点があり，スタッフは主とし

て「創造的支援」を担当するということであ

る（表2参照。そうであれば「管理職」との

対比でのスタッフの呼称としては，「専門職」

よりも創造職のほうが，重みもあってよいで

あろう）。

　そして4－1節での分析は，長期的育成が

必要かつ可能であるのは，「仕事についての

深い知識」であることを示した。これは，主

としてスタッフが担当する仕事に必要な能力

である。

　このことを前提にして，論理的につぎのこ

とが言える。

　①仕事の定型的管理を行なう場合にも，創

造的支援を行なう場合でも，当該業務につい

てのシーズ知識を必要とする。しかし創造的

支援のほうが，はるかに深いシーズ知識を必

要とする。

　②仕事の定型的管理にも，創造的支援に

も，対象とする仕事のスパン（幅）がある。

人間の能力には一定の限界があるので，〔仕

事のスパン×シーズ知識の深さ〕の「面積」

には，それほど個人差がないと思われる（勤

続を重ねるにつれて，「面積」は拡大してい

くことができる）。

　③したがって，ほぼ同年齢の同じ程度の能

力をもつ管理者とスタッフのあいだには，図

1に示したようなちがいが生じる。つまりス

タヅフに要求されるのはタテ型シーズである

のにたいして，管理者にはヨコ型シーズが必

要である（タテの専門性，ヨコの専門性）。
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　図1．同年齢のスタッフと管理者に必要なシー

　　　ズパターンのちがい
スタッフ　　　管理者　　　cf．従来のゼネラリスト

・ヨコは仕事のスパン，タテはその仕事領域でのシーズ
の深さ。

　必要なシーズ知識のパターンがこのように

ちがうのであれぽ，図1に示したように，入

社8年後の能力成長ルートは，大きく管理者

ルートとスタヅフルートに分けるのが妥当だ

と言える。なお8年後の分岐はそれぞれに固

有のシーズ蓄積のためであり，実際に管理者

になるのはそのもっと後になる。

　図2．長期能力成長ルート

6〔〕歳定舞時
M　　　　　S　　M　　　　　S　　M　　　　　S

Sirft　　＼
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lj馴更’1化する．

モラトリアム期

一

　・う竹亭篠をilnl　ttし．tJ・つMコースを進む

に向いているか」についての周囲の人々の見

方などを勘案して行なうべきであろう。

　次に，この「早期振り分け」の導入に先

立って，業績給の決定原理としてrAV創造

への貢献」を本格的に導入すべきであろう。

これによって，同年齢層でもスタッフのほう

が管理者よりも高給をとることが，十分に起

りうるであろう（拙著③）。

　もう一つは，創造職としてのスタッフの格

付け制度を作ることである。同時に管理者の

昇進基準をより客観的かつ明確なものとする。

　これらによって，前述のモラールダウン問

題は杞憂となろう。

引用文献

　拙著①r「クリエーティブ」重視の処遇革新』ダ

　　　イヤモンド社

　拙著②rトヨタの組織革新を考える　　創造時

　　　代の組織と人事管理一』産能大学出版部

　拙稿③「付加価値創造への経営政策と人事政

　　　策」『産政研』’93Autumn（財）中部産業・

　　　労働政策研究会

【（財）中部産政研　研究員】

　最後にすこし付け加えたいことは，入社8

年後くらいの比較的早期に，社員を将来の管

理者と将来の「中高級スタッフ」とに分ける

ことにたいして生じる問題についてである。

それは，将来ともスタッフにとどまる社員の

モラールダウンが生じるだろうという危惧で

ある。

　これに関連して，まず振り分け（振るい分

けではない）は，①社員の意思と，②客観的

な適性検査（あれば），③「ある社員がいずれ
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ナディア・パーク整備事業

一
名古屋の新しい情報発信

　　　　　　　拠点を目指して一

名古屋市経済局商工部

主幹尾　崎　好　計

1．はじめに

AN

D
Y
A

NAGOYA　　　　名古屋

DESIGN　　　　デザイン

YOUTH　　　　　若い

AMUSEMENT　楽しさ

　　　　（世界デザイン博覧会　会場風景）

　これがこのプロジェクトの名称の由来です。

以前は「中央高校跡地開発」と呼んでいまし

たが，事業の主旨をアピールし，また親しみ

が持てる名称をと，平成4年に命名しました。

　このプロジェクトは都心の公有地を，「こ

れからの名古屋の都市生活をデザインする文

化・産業・アミューズメントの情報・交流の

場」をテーマに，周辺地域活性化の拠点とし

て開発するものです。

●事業の経緯

　昭和63年　中央高校移転

　平成2年　開発基本構想発表

　平成3年　提案競技

　平成4年　建築基本協定

　　　　　　土地信託契約

　　　　　　開発名称決定

平成6年　着工

　平成8年　竣工（予定）

　事業地は勤労学生の勉学の場であった名古

屋市立中央高等学校の跡地で，当該地の位置

する栄地区は，名古屋市新基本計画において

「名古屋大都市圏の商業・業務・情報等の中

心地として高次都市機能の集積と土地の高度

利用を目指す。」と規定されています。当該

地はこの栄地区の南部に位置し，名古屋市美

術館，科学館等のある白川地区と県芸術文化

センター等のある栄地区の北東部を結ぶ中間

に，また商業・業務の拠点である広小路通，

大津通，大須地区で囲まれた地域に位置して

います。これらの地理条件を踏まえ，文化，

産業拠点の連携，周辺地域の活性化などの視
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点から開発計画を策定し，これを基に平成3

年に提案競技を実施しました。そして学識者

等による審査委員会において，三菱信託銀行

の提案が最優秀案に選定され，平成6年3月

に建物の建設に着手しました。

2．事業の概要

　このプロジェクトは，前記の開発テーマを

具体化するため，公共公益施設として「青少

年文化センター（仮称）」及び国際デザイン

センターを設置し，併せてこれらと一体とな

る商業・業務・娯楽といった施設を土地信託

事業により整備するものです。

＜図1＞
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建物槻要

敷地　1両1硫　　8，271nぞ

述床　［頗積　　約91、700エff

　　　公只棟　約34，30Grrf

　　　民間棟　約57，40（1㎡

脱模・構造　公共棟　地H2階地下4階

　　　民間棟地｝23階地卜4階
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　建物は，公共公益施設と民間施設を別棟と

し，特定街区制度を活用したアトリウム等の

空地を設け，両棟の回遊性に配慮した設計に

なっています。完成の暁には延床面積約

91，700㎡，駐車場440台を有する本市最大規

模の建物になる予定です。以下，本事業を構

成する3つの施設を簡単に紹介していきます。

●民間施設棟

　民間施設棟は，地下1階から7階が商業・

グルメゾーン，8階から23階がオフィスゾー

ンで構成されています。

〈図2＞
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　商業ゾーンのうち，地下1階から6階は名

鉄百貨店が核テナントとして一括運営し，1

階から5階までの「ロフト」館を中心に，ヤ

ング及びヤングファミリー対象の生活雑貨専

門店・アウトドアー用品店としての事業展開

を構想しています。また7階はレストランを

中心に構成し，オフィスワーカーのランチか

ら公共公益施設で行われるコンサート後の

ディナーまで多様に対応していきます。

　オフィスゾーンはシンボリックな外観を持

ち，貸室面積は約18，000nf，　OAフロアー等

を装備した最新のインテリジェント・オフィ

スとなっており，明るく快適なビジネス空間

を提供していきます。

●青少年文化センター

　青少年文化センターは，若者の芸術文化活

動の拠点施設として整備するもので，r鑑賞

・ 発表の場」，「創造・育成の場」，「楽しい体
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験・交流の場」の3つの大きな部分からなる

延べ面積約14，700㎡の施設です。

　まず「鑑賞・発表の場」ですが，迫りや

オーケストラピヅトを有する客席数724席の

ホールを中心としています。若者のグルー

プ，団体の創作発表の機会や場所を提供する

とともに，優れた芸術文化を鑑賞できる場と

して，青少年の感性や創造力を培えるような

事業を展開していきたいと考えています。

＜図3＞

蜜賞・晃表の場
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　次に「創造・育成の場」ですが，演劇や舞

踊などの活動が出来る練習室や音楽練習室，

そして若者自らの活動成果を録音，録画でき

るスタジオ等からなるスペースで，彼等の自

主的で創造的な芸術文化活動を支援していこ

うとするものです。またここでは，演劇，音

楽等の文化活動に対して，若者の要望に沿っ

た相談や指導を行う事も予定しています。

　また「楽しい体験・交流の場」につきまし

ては，若者に関心の高いニューメディア等に

触れながら楽しい体験をしてもらい，気楽に

センターを訪れてもらうことによって若者相

互の交流を深めていく場にしていきたいと考

えています。併せて文化情報を提供するス

ペースも用意しています。

　こうした事業や施設の利用を通して，若者

が自由に集い，個性豊かな文化を創る担い手

となることを期待しています。

●国際デザインセンター

　名古屋市は1989年に世界デザイン博覧会を

開催すると同時にデザイン都市を宣言し，デ

ザインを大切にした街づくりを進めています。

博覧会での成果をさらに発展し，デザイン都

市を目指す様々な施策を展開していくための

中核施設として愛知県，名古屋市，経済界の

協力により，去る1992年4月に第3セクター

として㈱国際デザインセンターが発足しまし

た。その本拠地となるのがこの施設で，ナ

ディア・パークの約19，600㎡を占め，世界へ

情報発信する新しい時代のデザイン創造コア

を目指しています。

　施設は大きく3つのゾーンに分かれていま

す。地下1階から2階にかけてのマートゾー

ン，3階から5階にかけてのミュージアム・

ゾーン，そして6，7階を占める研修・情報

ゾーンです。見たり買ったりという最も手軽

にデザインに触れられる場から専門的な研修

の場まで，市民から専門家まで幅広い層を対

象にした施設であることが本センターの特徴

と言えるでしょう。

〈図4＞
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　まず，マート・ゾーンは，デザインにこだ

わる多彩な分野のお店がそろったショッピン
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グ空間です。「見て，買って，使って楽しむ」

ことで，広く市民一人一人に気軽にデザイン

に触れていただこうというスペースです。

　次にミュージアム・ゾーンですが，ここは

大きく2つのスペースで構成されています。

ひとつは様々なイベントを通してデザインの

素晴らしさを体感してもらう多目的ホールで

あり，今ひとつはデザインの歴史を彩るコレ

クションを鑑賞するデザイン・ミュージアム

です。前者で繰り広げられる展示会やファッ

ションショーなどのイベントや，後者での常

設展，企画展を通して，デザインの理解をよ

り深めていただきたいと願っています。

　最後に研修・情報ゾーンですが，これは文

字通り研修や情報提供を目的とした施設で，

デザイナーから一般市民までの幅広い研修等

を実施するセミナー室や，ライブラリー，交

流サロン等の施設で構成されています。ま

た，新しいデザインビジネスを目指す起業家

にオフィス提供する，インキュベートルーム

も備えています。

　デザインセンターではこれらの施設を活用

してマート事業，ミュージアム事業，研修事

業，情報提供事業等の展開をしていきます

が，こうした事業の他にデザインの企画・制

作，コンサルティング，そして研究開発事業

などを実施していく予定です。またこれらの

事業の推進にあたっては，地域の振興という

視点とともに，国際デザインセンターという

名前に恥じない，インターナショナルな視点

をも併せ持って取り組んでいく考えです。

　このセンターは，ひとりデザイナーのため

の施設ではありません。広く市民，企業，専

門家に門戸を開き，様々な事業が実施される

ことで会社，企業，市民がデザインを通じて

ひとつに結ばれ，地域の振興や生活文化の向

上に寄与していくことを目指しています。

3．おわりに

　以上述べてきましたようにナディア・パー

ク事業は，3つの事業体の個性盗れる施設が

複合化された都心のビジネス・カルチャーセ

ンターであり，これら異なる3つの顔が相乗

効果を発揮し，名古屋の新しい情報発信拠点

となっていくことを期待しています。はじめ

に記しましたように，地理的にも東には松坂

屋，パルコが，北には三越，丸栄などの百貨

店が立地し，南は大須の繁華街につながって

いるほか，西には市立美術館，科学館，電気

館，しらかわホール等の立地する文化ゾーン

が拡がっており，当地はまさにこれらを繋ぐ

接点の位置を占めています。こうした地理的

な利点を生かしつつ，これからの名古屋の都

市生活をデザインする文化，産業，アミュー

ズメントの情報・交流の場とするべく，平成

8年のオープンを目標に鋭意準備に取り組ん

でいるところです。

〔筆者紹介〕…尾崎　好計（おさき　よしかず）
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日本の雇用慣行と

賃金決定について

　　京都大学経済研究所

教授橘　木　俊　詔　氏

はじめに

　日本のブルーカラーの生産性の高さは世界

的に知られているので，オワイトカラーの問

題を中心にして述べる。一説には日本のホワ

イトカラーの生産性はアメリカと比べて低い

という。

　しかし，生産性を何で計測するのか，出来

る部門と出来ない部門がある。ただ，メー

カーについて言えば現業部門のブルーカラー

の生産性が高ければホワイトカラーが間接的

に貢献しているのも事実である。それらの点

を踏まえて「我が国の特色と最近の傾向」に

ついて述べる。

（1）賃金制度は能力給のウエイトを高める方

　向にある。

　日本の賃金は年功序列制度であった。

　その理由は，①勤続，年齢，学歴などに

よって単純明解に賃金が決定できるし，恣意

をはさむことなく年とともに上げることが出

来る。②ホワイトカラーは明確なアウトプッ

ト，個々の生産性の計測が難しい中で，賃金

を決めるにはどうしても恣意性が残る。③経

済学的に言えぽ年功序列制度は労働者を平等

に扱うことになる。日本の社会も平等主義を

受け入れる風土があり，入社して10～15年ぐ

らいは差をつけない。それは，だれもやる気

を失わせない，だれも脱落者を出さない，み

んな一生懸命頑張る長い競争の制度である。

　しかし，最近は貢献したときにはそれなり

の評価をして欲しいというように変りつつあ

る。平等の概念が少しずつ変り，頑張れぽむ

くわれる。貢献した人には高い処遇をという

考え方が若い人を中心に出てきた。幸か不幸

か学校の偏差値教育などが影響しているので

はと思われる。つまり，能力給制度を受け入

れる素地が日本に芽生え始めている。

（2）昇給制度は7～8年は差をつけないが，

　選抜時期は早まる傾向にある。

　ある調査によれば同期入社の同僚同志で見

て有能かどうかは2～3年でわかるという結

果が出た。

　また，現在は企業は10～15年くらいかけて

注意深くウォッチし選抜をあやまりのないも

のにしようとしている。しかし今後は今より

も選抜は早まり，実力重視の方向に進展して

いくと思われる。

（3）一般に若年期は報酬より貢献が高く，中

　高年期はその逆。但し，最近は人による差

　も大きい。
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　日本の賃金は年功序列で若い時に低く，中

高年の年をとってから高い。それは若い時の

貢献した分を回収するという賃金後払い説の

考え方でもある。

　今の不況で中高年が首になると，将来期待

していた賃金が回収できなくなり，不公平で

はないかという意見もある。そうも言ってお

られない企業は日本の社会でしっぺ返しを食

わないように，あからさまにしないように旨

くやっている。しかし，人によって，特に中

年以降は生産性を高く出す人とそうでない人

の差が大きい。個々に生産性に差があるので

あれば賃金に能力給的なウエイトを出さざる

を得ないと思う。

（4）専門職制度はまだ根付いていない。検討

　中も多い。

　今までは管理職コースに乗れない人を終身

雇用の見地から専門職として処遇していた。

これだと専門職の人達はやる気を失い育たな

い。管理職になれなければ諦めるのか。この

人達の役割は大切で，誰も脱落者を出さない

のが日本の処遇制度であった。

　今後は管理職と専門職の賃金格差はどのく

らいにしたらいいのか，お互いがやる気を出

して働くためにはどうしたらいいのかが重要

なポイソトになる。

　大学で文科系と理科系を専攻した人では意

識が違う。どちらかと言えぽ理科系に専門職

の指向が強い。実際に大多数の大企業を見る

と文科系の役員がやや多く，理科系が出世し

にくい結果が出ているし，その事を学生も良

くわかってきている。日本のように技術立国

でなければならない国がそれでいいのか，将

来が心配である。

（5）評価システムは業績部分の比率が大きく

　なりっっある。

　これは賃金の評価部分をどう割り振るかと

いうことである。例えば，今までは業績給，

職務給，年功給を各々3分の1程度とすると

いうのが多かったが，今後は業績給部分の

シェアを大きくし，貢献した人としない人と

の差を大きくする方向にある。

（6）大企業の終身雇用制は55～60歳で出向・

　転職のケースが多い。それも早まる傾向に

　ある。

　日本の企業は，中高年層を多く抱えている

とコストがかかるので出向・転籍を行う。

　今後の日本社会が旨くやっていくには，何

らかの形で多少高年者の賃金を下げざるを得

ない。

　ヨーロッパでは高い賃金を貰っている人の

賃金を下げたり，労働時間を削減したりし

て，その分失業している人を職に就かせ，仕

事を分ち合うというワークシェアリングとい

う考え方を取っている。しかし，この方法は

日本にはなじまないだろう。

まとめ

　以上（1）～（6）までの特色も産業・企業規模・

職種によって異なっており，一般化はまだ出

来ない。また経営側にも長期（雇用），年功序

列制のメリットを残したいとする考え方も結

構根強い。

　長期雇用制度には，熟練を生かし，かつ労

使の信頼感が高まり，労働の取引費用が少な

いというメリットがあるし，労働者自身も失

業の危険が少なくなる長所がある。しかし，

年功序列は若い人を中心に相当不満を持って

いる人も出てきているので，徐々にその影響

力が低下していくのではないかと思われる。

　これから職につく人たちは自分の実力を発

揮できる，自分に合った産業・企業また働き

方等を自らが選択して働くことになっていく

のだろう。

本稿は平成6年10月25日おこなわれた講演会の講演要旨

です。

　　　　　　　　　　　　【文責：事務局】
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産政研だより

（’94年11月1日～’95年1月末までの主な活動）

11月2日

11月23日

11月25日

12月6日

12月8日

12月12日

☆平成6年研究テーマを日本労働研究機構（JlL）へ中間報告

　　　「産業成熟時代の分業関係とグループ労連の役割」の委託契約のお礼とその

　　進捗状況の報告

☆平成6年　研究テーマ　第5回事務局会議の開催

　　　「企業労使アンケート」「企業ヒヤリング調査」をもとに分業関係，グループ

　　労連の役割について分析，まとめの議論

☆産政塾誌Vの発行

　　　異業種交流若手セミナー産政塾第5期生がr若者のロマンと夢，心の叫び』

　　を綴った産政塾Nα5を発行

☆労働関係基本講座「日本的雇用慣行」について講演

　　　愛知県東三河労政事務所主催の労働講座で「変わりつつある最近の雇用制

　　度」と題し，十亀事務局長が講演

☆平成6年研究テーマ第3回審議会
　　　11月23日の第5回事務局会議の分析，まとめをもとに提言骨子を議論

☆異業種交流若手セミナー「第6期産政塾」の開塾式

12月22日

1月9日

1月25日

☆中国江蘇省総工会の受け入れ

　　　愛知県労福協の招聰で来日中の羅慶霞女史らと懇談した後，日本の自動車産

　　業の概要説明とトヨタ自動車を見学

☆公認会計士第7期中間監査

☆ロンドン大学労務・経営学部助教授酒井真理氏の受け入れ

　　　日本企業の春闘の状況調査のため，一時帰国中の酒井助教授が幣研究会に立

　　ち寄られ，梅村理事長らと意見交換

☆季刊誌「産政研」No．25　WINTERの発行

　　　「ニューミドル」を基調にし，中部の地域振興では「ナディア・パーク」を

　　とり上げる冬号を発行
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編集後記一

　「戦後50年」の1995年，新年が明けて10日余りがたち，そろそろお屠蘇気分もとれて，干支

（えと）の乙亥（いつがい，きのと・い）が始動しだした。このところ休みごとに大学・高校

・ 社会人のラクビーの決勝戦をテレビで見てしみじみFWの突進こそが勝利に導く力だと思っ

た。

　今年は景気回復を実感できる年にしたいと願う中で，円高や産業の空洞化の問題も予断を許

さないが，じっくり将来を見すえて前へ積極的に進むFWの突進といきたいところである。こ

のところ年頭所感を新聞の見出しで見ると「21世紀への布石を打つ年」「次世代に向けた種ま

きの年」「上昇機運に乗せる年」「社員の意識改革が必要」「提案型企業への転身」「新事業への

具体化が課題」「価格競争力の強化」など課題をビジネスチャンスととらえ，もやもやした不況

感を吹き飛ばす“傲”の訓示が多かった。ただ，全体では景気を引っぱる好調なものは見当た

らず「タクトなき景気回復」というように指揮棒を振るリーダーがいないようにも思われる。

今年は皆んなで元気を出すところからタクトを振るリーダーが出てくるかも知れない。

　さて，本号の基調を「ニューミドル」とした。

　今日の成熟社会の中では，従来のような成長型の管理組織ではやっていけなく，管理職ポス

トにつけないホワイトカラー・中間層が増えている。そして，その人達が，どうも雇用調整の

対象になる傾向がある。本来，能力と適職に合った仕事をしていれぽ力を発揮して十分ペイす

るアウトプットを出すはずである。まずは，自らが地味な努力を重ねて自分の能力よりちょっ

と上の手の届くところを目標にしてがんばればどうだろう。

　今年は，仕事は与えられるものとは思わず，自ら提案してみては如何だろう。ある調査によ

ればその企業のヒット商品の過半数は従業員のアイデア，創意くふうから出たものだといわれ

る。そこに注目して，専門性を持つ生産者と消費者の両方の立場を持つ従業員から提案してい

くとすばらしいベストセラーが生まれるかも知れない。お互いに元気を出して頑張ろう。

　今年もどうぞよろしくお願いします。

〆 畷
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